
土木部所管建設工事施行に関する事務取扱要領  

第１章     総則  

（趣旨）  

第１条  この要領は、土木部所管建設工事の施行に関する事務の取扱いについて、

必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。  

(1) 工 事  建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２条に規定する建設工

事をいう。  

(2) 出先契約工事  富山県事務決裁規程（昭和 62 年富山県訓令第３号。以下｢決

裁規程」という。）に定める出先機関の長の専決に係る工事を

いう。  

(3) 本庁契約工事  出先契約工事以外の工事をいう。

(4) 入 札  一般競争入札又は指名競争入札をいう。  

(5) 事業主管課長  決裁規程第５条第１項に定める室課長のうち、管理課長を除

く土木部各室課長をいう。  

(6) 所 長  出先機関の長をいう。  

(7) 様 式  土木部建設工事施行に関する書類の様式集に定める様式をい

う。  

第２章     工事の施行の決定  

（工事施行箇所の通知）  

第３条  土木部長は、当該年度において施行すべき事業計画に基づき、工事の種類、

箇所及び工事費等を箇所付通知書（様式第１号）により所長に通知するものとす

る。  

（工事の設計書の作成）  

第４条  所長は、前条の通知があったときは、工事実施設計書を作成し、工事施行

伺（様式第２号の１～３）により施行を決定するものとする。ただし、本庁契約

工事にあっては、工事施行伺に工事実施設計書を添付して事業主管課長に提出し、

決裁規程に定める決裁区分により施行の決定を受けるものとする。  

２  前項の施行の決定にあたっては、次の各号に掲げる事項に留意し、工事の円滑

な施行に万全を期するものとする。  

(1) 工事の施行に伴い必要な許可又は認可等

(2) 工事の施行に必要な用地等の確保

(3) 他の事業との関連

(4) その他工事の施行に影響を及ぼすおそれのある事項
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（工事の変更設計書の作成）  

第５条  所長は、工事内容を変更する必要が生じたときは、遅滞なく工事変更設計

書を作成し、工事変更施行伺（様式第３号の１～３）により工事の変更を行うも

のとする。ただし、本庁契約工事の変更については、工事変更施行伺に工事変更

設計書及び金額の記載のない変更設計書を添付して事業主管課長に提出し、決裁

規程に定める決裁区分により工事変更の決定を受けるものとする。  

２  前項の規定にかかわらず、別に定める範囲内の工事内容の変更については、工

事打合簿（様式第 52 号）により指示し承諾を得たうえで、工事の変更を行うこと

ができる。ただし、この場合においても、工期末までに工事変更設計書等を作成

し、変更するものとする。  

 

第３章     契約の締結  

（入札等参加者の決定）  

第６条  指名競争入札の場合における入札参加者又は随意契約の場合における見積

者（以下「入札等参加者」という。) の決定は、次の区分により行うものとする。  

(1) 本庁契約工事  所長の内申（指名入札（内申）案・様式第４号）により本庁

指名委員会の選定に基づき、土木部長が決定する。  

(2) 出先契約工事  各出先機関の指名委員会の選定に基づき、所長が決定する。  

２  前項の事務の取扱いは、富山県土木部所管建設工事等入札参加者指名要領によ

るものとする。  

３  一般競争入札の場合における入札参加者の決定については、別に定めるところ

による。  

（入札等参加者への通知）  

第７条  指名競争入札の通知は、指名通知書（様式第５号）により、随意契約によ

る見積書徴収の通知は、見積徴収通知書（様式第６号）により、本庁契約工事に

あっては管理課長、出先契約工事にあっては所長が行うものとする。  

（入札の辞退）  

第７条の２  入札辞退の申出は、入札辞退届（様式第 42 号）により、本庁契約工事

にあっては管理課長に、出先契約工事にあっては所長に提出させるものとする。  

（予定価格の作成）  

第８条  予定価格を定めるときは、予定価格調書（様式第７号）によるものとする。

（入札の執行）  

第９条  入札の執行にあたっては、入札書（様式第 41 号）を１件ごとに作成させ、

これを封書にして指定の日時に入札参加者又はその代理人（以下「入札者」とい

う。）自らをして指定の場所に提出させるものとする。  

（開札の執行）  

第 10 条  開札は、関係吏員２名以上により、入札者の立ち会いのもとに行うものと

する。  
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２  前項の場合において関係吏員は、入札者の氏名及び入札金額を朗読し、次条の

規定により落札者を決定してその旨を入札者に示さなければならない。  

 （落札者の決定）  

第 11 条   入札者のうち、予定価格の制限の範囲内であって最低価格の入札をした者

をもって落札者とする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に

定める者を落札者とする。  

(1) 落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に

適合した履行がなされないおそれがあると認める場合  予定価格の制限の範囲

内の価格をもって入札をした他の者のうち最低の価格をもって入札した者  

(2) 当該契約の内容に適合した履行を確保するため特に必要があると認めると

きであって、あらかじめ最低制限価格を設けた場合  予定価格の制限の範囲内

の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札をした者のうち最低の価格をも

って入札をした者  

２    前項第１号の場合における手続は別に定める「富山県低入札価格調査等実施要

領」により、同項第２号の場合における手続は別に定める「富山県最低制限価格

実施要領」によるものとする。  

（再度入札）  

第 12 条  前条の規定による落札者がない場合において、直ちに再度入札を行うとき

は最初の入札者に限り、参加することができるものとする。  

２  再度入札は、原則として１回とする。  

（入札不調時の措置）  

第 13 条  前条に規定する再度入札によっても落札者がいない場合には、入札を不調

とし、原則として指名替又は再公告のうえ改めて入札を行うものする。ただし、

次の各号のいずれかに該当し随意契約ができると認められる場合は、この限りで

はない。  

(1) 最低入札価格と予定価格の差が僅少なとき。  

(2) 特殊な工事等で新たに入札参加者を決定することが困難なとき。  

(3) 災害復旧工事等で緊急を要するとき。  

(4) その他特にやむを得ない事由があるとき。  

（入札調書）  

第 14 条  入札の経過は、入札調書（様式第８号）により記録するものとする。  

（随意契約）  

第 15 条  第７条の２から第 10 条第１項まで及び前条の規定は、随意契約の場合に

これを準用する。  

２  随意契約を行う場合においては、予定価格の制限の範囲内で見積りをした者の

中から採用者を決定するものとする。  

（契約の締結）  

第 16 条  第 11 条の規定に基づき落札者を決定したとき、又は前条第２項の規定に
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基づき採用者を決定したときは、７日（富山県の休日を定める条例（平成元年富

山県条例第１号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く。）

以内に工事請負契約書（様式第９号の１）により契約を締結するものとする。た

だし、第２項の保証を付さない契約については、５日（休日を除く。）以内に契

約を締結するものとする。  

２  管理課長又は所長は、請負代金額が  500 万円以上の場合、契約の締結と同時に、

契約者に次の各号のいずれかに掲げる保証を付させなければならない。ただし、

第５号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を寄

託させなければならない。  

(1) 契約保証金の納付  

(2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供  

(3) 契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、知事が

確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する

法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。

以下同じ。）の保証  

(4) 契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証  

(5) 契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の

締結  

３  前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、請負代金額の 10

分の１以上としなければならない。  

４  契約の内容を変更しようとするときは、変更契約書（様式第 10 号）により変更

契約を締結するものとする。ただし、第 29 条に規定する工期延長承諾通知書（様

式第 13 号の２）又は工期延長（短縮）協議書（様式第 14 号の２）により工期を

延長又は短縮する場合は、変更契約を締結しないものとする。  

５  前項の場合における第２項に規定する保証の取扱いについては、別に定めると

ころによる。  

（議会の議決に付すべき契約）  

第 17 条  議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和

39 年富山県条例第 11 号）第２条に規定する契約について第 11 条（第 15 条にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づき落札者を決定したときは、５日（休

日を除く。）以内に工事請負仮契約書（様式第 70 号）により仮契約を締結するも

のとし、当該契約について議会の議決があったときは、７日（休日を除く。）以

内に工事請負契約書（様式第 71 号）により本契約を締結するものとする。本契約

を締結する場合においては、前条第２項及び第３項の規定を準用する。  

２  前項に規定する契約の内容のうち、議決に付した事項（会計年度の変更を伴わ

ない工期の短縮を除く。）について変更しようとするときは、変更契約締結につ

いての議会の議決があった後、変更契約書により変更契約を締結するものとする。

この場合における前条第２項に規定する保証の取扱いについては、別に定めると
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ころによるものとする。  

（契約書の供覧）  

第 18 条  第 16 条第１項及び前条第１項の規定に基づき契約を締結したときは、契

約書に入札調書を添えて、様式第 11 号により回覧するものとする。  

（変更請負代金額の算定）  

第 19 条  工事内容の変更に伴い請負代金額を変更する場合において、受注者と協議

する変更請負代金額は、次の算式による。  

変更請負代金額  ＝（当初請負代金額  × 100/110 × 変更設計金額  / 当初設計金額） 

× 110/100 

第４章     工事の監理  

（監督員）  

第 20 条  所長は、契約の適正な履行を確保するため、工事ごとに監督員を選任する

ものとする。  

２  所長は、工事内容及び現場状況等を勘案のうえ、当該監督業務のうち必要な業

務を委託することができる。  

（監督員の受注者への通知）  

第 21 条  所長は、前条第１項の規定に基づき監督員を選任したとき、又は監督員を

変更したときは、監督員選任（変更）通知書（様式第 12 号）により、その職氏名

を受注者に通知するものとする。  

２  所長は、前条第２項の規定に基づき監督業務を委託したときは、前項の通知と

併せ、委託先において選任された監督員の職氏名を受注者に通知するものとする。 

（工事の監督）  

第 22 条  工事の監督の方法は、別に定める「富山県土木部建設工事監督要領」によ

るものとする。  

（工事工程表）  

第 23 条  所長は、契約締結後７日以内に受注者から工事工程表（様式第 45 号）を

提出させるものとする。  

（工事着手届）  

第 24 条  所長は、契約締結後 30 日以内に受注者から工事着手届（様式第 43 号）を

提出させるものとする。  

（請負代金内訳書）  

第 25 条  所長は、請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）を必要とするときは、

契約締結後７日以内に受注者から提出を求めることができる｡ 

２  内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示さ

せるものとする。  

（工事の下請負）  

第 26 条  所長は、受注者が工事の一部を他の建設業者に下請負させた場合は、下請

負契約締結後７日以内に受注者から施工体制台帳（様式第 50 号）の写し及び工事
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作業所災害防止協議会兼施工体系図（様式第 51 号）の写しを提出させるものとす

る。  

２  施工体制台帳の写しには、受注者が下請負人と締結した下請契約に係る契約書

の写しを添付させるものとする。  

３  受注者は、下請負人が工事の一部を他の建設業者に下請負させた場合は、下請

負人から再下請負通知書（様式第 50 号の３）及び当該再下請負契約に係る契約書

の写しを提出させるものとする。  

４  所長は、再下請負契約締結後７日以内に受注者から前項の再下請負通知書の写

し及び再下請負契約に係る契約書の写し並びに工事作業所災害防止協議会兼施工

体系図の写しを提出させるものとする。  

（現場代理人及び主任技術者等）  

第 27 条  所長は、第 23 条の工事工程表の提出にあわせて、受注者から、現場代理

人、主任技術者若しくは監理技術者及び専門技術者（以下「現場代理人等」とい

う。）の氏名等を記載した現場代理人等届（様式第 46 号の１の①又は様式第 46

号の１の②）を提出させるものとする。現場代理人等の変更があった場合は、現

場代理人等変更届（様式第 46 号の２の①又は様式第 46 号の２の②）を提出させ

るものとする。  

２  前項の現場代理人等届及びその変更届の提出があったときは、発注者支援デー

タベースシステム（ＪＣＩＳ又はＣＯＲＩＮＳ。以下「システム」という。）に

より現場代理人等の在籍確認、資格確認及び現場専任確認を行うものとする。た

だし、システムで確認できないときは、次のとおり確認するものとする。また、

工事現場においても必要に応じ、随時、現場代理人等が本人であることが確認で

きる書類の提示を求めるものとする。  

(1) 現場代理人等の在籍確認ができない場合  

ア  原則として健康保険被保険者証（原本）の提示を求める。  

イ  健康保険被保険者証（原本）で確認できない場合は、次のいずれかの書面

により確認する。  

(ｱ) 市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書（原本）  

(ｲ) 所得税青色申告決算書（控え）  

(ｳ) (ｱ)、 (ｲ)で確認できなかった場合、雇用契約書、給与台帳、社員証その  

他雇用関係を証するもの  

(2) 主任技術者、監理技術者及び専門技術者の資格確認ができない場合  

ア  主任技術者、専門技術者にあっては技術検定合格証明書の写し又はこれに

代わる書類の提出を求める。  

イ  監理技術者にあっては監理技術者資格者証の写し及び指定講習に係る講習

修了証の写しの提出を求める。  

（工事関係者に対する措置請求）  

第 28 条  工事関係者に対して措置請求しようとするときは、次の区分により行うも
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のとする。  

(1) 本庁契約工事  

ア  所長は、措置請求上申書（様式第 72 号の１）を事業主管課長に提出するも

のとする。  

イ  事業主管課長は、措置請求することが適当と認めるときは、措置請求書（様

式第 72 号の２）により、所長を経由して受注者に通知するものとする。  

(2) 出先契約工事  

所長は、措置請求しようとするときは、措置請求書により、受注者に通知す

るものとする。  

２  前項の規定により措置請求したときは、受注者から回答書（様式第 72 号の４）

を提出させるものとする。  

（工期の延長又は短縮）  

第 29 条  受注者の申出により工期を延長しようとするときは、受注者から工期延長

申出書（様式第 68 号）を所長に提出させ、次の区分により行うものとする。  

(1) 本庁契約工事  

ア  所長は、工期延長申出書の提出があったときは、当該申出書に工期延長副

申書（様式第 13 号の１）を添えて事業主管課長に提出し、事業主管課長は、

管理課長に合議するものとする。  

イ  事業主管課長は、申出を承諾するときは、工期延長承諾通知書により所長

を経由して受注者に通知するものとする。  

(2) 出先契約工事  

所長は、申出を承諾するときは、工期延長承諾通知書により受注者に通知す

るものとする。  

２  受注者の申出によらない場合で、工期を延長又は短縮しようとするときは、次

の区分により行うものとする。  

(1) 本庁契約工事  

ア  所長は、工期延長（短縮）上申書（様式第 14 号の１）を事業主管課長に提

出し、事業主管課長は、管理課長に合議するものとする。  

イ  事業主管課長は、工期を延長又は短縮することが適当と認めたときは、工

期延長（短縮）協議書により受注者と協議のうえ工期を延長又は短縮するも

のとする。  

(2) 出先契約工事  

所長は、工期を延長又は短縮することが適当と認めたときは、工期延長（短

縮）協議書により受注者と協議のうえ工期を延長又は短縮するものとする。  

 （工事の中止）  

第 30 条  所長は、工事の全部又は一部の施行を中止する必要があると認めたときは、

次の区分により行うものとする。  

(1) 本庁契約工事  

13-7



ア  所長は、工事中止上申書（様式第 73 号の１）を事業主管課長に提出し、事

業主管課長は、管理課長に合議するものとする。  

イ  事業主管課長は、工事を中止するときは、工事中止通知書（様式第 73 号の

２）により所長を経由して受注者に通知するものとする。  

(2) 出先契約工事  

所長は、工事を中止するときは、工事中止通知書により受注者に通知するも

のとする。  

２  工事中止期間中に工事を再開するときは、次の区分により行うものとする。  

(1) 本庁契約工事  

ア  所長は、工事中止解除上申書（様式第 74 号の１）を事業主管課長に提出し、

事業主管課長は管理課長に合議するものとする。  

イ  事業主管課長は、工事を再開することを適当と認めたときは、工事中止解

除通知書（様式第 74 号の２）により所長を経由して受注者に通知するものと

する。  

(2) 出先契約工事  

所長は、工事を再開するときは、工事中止解除通知書により受注者に通知す

るものとする。  

（決裁区分が異なる場合の読替え）  

第 31 条  第 29 条第１項第１号イ、同条第２項第１号イ、第 30 条第１項第１号イ、

同条第２項第１号イに規定する本庁契約工事が決裁規程に基づく土木部長の専決

事項に係るものである場合には、これらの規定中「事業主管課長」とあるのは「土

木部長」と読み替えるものとする。  

（部分使用）  

第 32 条  第 43 条の規定による引渡し前において、工事の出来形部分の全部又は一

部を使用する必要があるときは、次の区分により行うものとする。  

(1) 本庁契約工事  

ア  所長は、部分使用上申書（様式第 75 号の１）に出来形設計書及び金額の記

載のない出来形設計書を添えて事業主管課長に提出するものとする。  

イ  事業主管課長は、部分使用を必要と認めたときは、金額の記載のない出来

形設計書を添付した部分使用通知書（様式第 75 号の２）により所長を経由し

て受注者に通知し、部分使用承諾書（様式第 75 条の４）で承諾を得た後、中

間検査を行い、部分使用をするものとする。  

(2) 出先契約工事  

所長は、部分使用を必要と認めたときは、金額の記載のない出来形設計書を

添付した部分使用通知書により受注者に通知し、部分使用承諾書で承諾を得た

後、中間検査を行い部分使用をするものとする。  

（部分引渡し）  

第 33 条  工事目的物について、設計図書で工事の完成に先立って引渡しを受けるべ
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きことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合において、当該

指定部分の工事が完了したときは、部分引渡しを受けるものとする。  

２  第 42 条、第 43 条及び第 44 条の規定は、前項の場合において準用する。  

（契約の解除）  

第 34 条  所長は、受注者の責めに帰すべき事由により、契約を解除する必要がある

と認めたときは、次の区分により行うものとする。  

(1) 本庁契約工事  

ア  所長は、契約解除上申書（様式第 76 号の１）を事業主管課長に提出し、事

業主管課長はこれを管理課長に送付するものとする。  

イ  管理課長は、契約を解除するときは、契約解除通知書（様式第 76 号の２）

により受注者に通知するとともに、工事について前払いをしている場合には、

契約解除通知書（様式第 77 号）により保証事業会社に通知するものとする。 

ウ  管理課長は、契約を解除したときは、契約解除通知書（様式第 76 号の３）

により所長に通知するものとする。  

(2) 出先契約工事  

所長は、契約を解除するときは、契約解除通知書により受注者に通知すると

ともに、工事について前払いをしている場合には、契約解除通知書により保証

事業会社に通知するものとする。  

２  前項の規定により契約を解除したときは、受注者、工事について前払いをして

いる場合は保証事業会社及び必要な者を立ち会わせ、請負工事の出来形検査を行

い、当該検査合格部分及び部分払いの対象となった工事材料について引渡しを受

けるものとする。  

３  管理課長又所長は、出来形検査により精算額を確定し、精算通知書（様式第 78

号）により受注者に通知するとともに、保証事業会社に請求すべき保証金がある

場合には、保証金請求書（様式第 79 号）に契約解除に伴う出来高確認書（様式第

80 号）を添えて請求するものとする。  

４  契約を解除する場合の第１項の契約解除通知書（様式第 76 号の２）及び第３項

の精算通知書は内容証明郵便及び配達証明郵便によるものとする。  

５  契約を解除する場合において、第 16 条第２項の保証の取扱いについては、別に

定めるところによる。  

第 35 条  前条の規定（保証事業会社に係る部分を除く。）は、受注者の責めに帰す

ることができない事由により契約を解除する場合に準用する。  

（物価等の変動による請負代金額の変更）  

第 36 条  工期内に賃金又は物価の変動により請負代金額の変更をするときは、所長

は受注者から請負代金額変更請求書（様式第 81 号）を提出させるものとし、本庁

契約工事にあっては、これを事業主管課長に送付するものとする。  

２  前項の請求書の提出があったときは、出来形検査により残工事量の確認を行う

ものとする。  
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３  事業主管課長又は所長は、前項の出来形検査に基づき、次の算式により変更請

負代金額を算定するものとする。  

Ｓ  ＝  Ｐ２  －Ｐ１  －（Ｐ１× 15/1000）  

Ｓ   スライド額  

Ｐ１  請負代金額から出来形部分に相応する請負代金額を控除した額  

Ｐ２  変動後の賃金又は物価を基礎として算出したＰ１  に相応する額  

× 当初請負代金額  / 当初設計金額  

４  管理課長又は所長は、前項の請負代金額を変更請負代金額協議書（様式第 82

号）により受注者と協議するものとし、協議が整ったときは、変更請負代金額承

諾書（様式第 83 号）を提出させるものとする。  

５  前項の書類は、本庁契約工事にあっては、所長を経由するものとする。  

（天災その他不可抗力による損害）  

第 37 条  天災その他の不可抗力により工事の出来形部分、工事材料、工事仮設物又

は建設機械器具（以下本条において「出来形部分等」という。）に損害が生じた

ときは、所長は受注者から被災通知書（様式第 84 号）を提出させるものとする。

この場合において、本庁契約工事にあっては、所長は当該通知書に被災状況副申

書（様式第 85 号）を添えて事業主管課長に提出するものとする。  

２  前項の被災通知書の提出があったときは、出来形検査により出来形部分等の損

害額の確認を行うものとする。  

３  事業主管課長又は所長は、前項の出来形検査に基づき、変更請負代金額を算定

するものとする。この場合において、変更請負代金額は、次の算式により求める

ものとする。  

被災工事対象額  ＝  被災部分の設計額  × 請負代金額  / 設計金額  

変更請負代金額（増加分）＝被災工事対象額  －  （請負代金額  × 1/100）  

４  第２項の出来形検査後、管理課長又は所長は、出来形部分等の損害を確認した

旨の通知を出来形部分等損害確認通知書（様式第 86 号）により受注者に通知する

とともに、受注者から請負代金額変更請求書（様式第 87 号）を提出させるものと

する。  

５  管理課長又は所長は、前項の請負代金額変更請求書の提出があったときは、第

３項の規定により算出した変更請負代金額について、変更請負代金額協議書（様

式第 88 号）により受注者と協議するものとし、協議が整ったときは、変更請負代

金額承諾書（様式第 89 号）を提出させるものとする。  

６  第４項及び第５項の書類は、本庁契約工事にあっては、所長を経由するものと

する。  

（権利義務の譲渡等）  

第 38 条  権利義務の譲渡又は承継の申出は、工事譲渡（承継）承諾申請書（様式第

90 号）により所長に提出させるものとする。  

２  前項の申請があったときは、次の区分により行うものとする。  
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(1) 本庁契約工事  

ア  所長は、当該申請書に工事譲渡（承継）承諾副申書（様式第 91 号の１）を

添えて事業主管課長に提出し、事業主管課長はこれを管理課長に送付するも

のとする。  

イ  管理課長は、工事譲渡（承継）を承諾するときは、工事譲渡（承継）承諾

書（様式第 91 号の２）により所長を経由して受注者及び譲受（承継）人に通

知するものとする。  

(2) 出先契約工事  

所長は、申請を承諾するときは、工事譲渡（承継）承諾書により受注者及び

譲受（承継）人に通知するものとする。  

（名称変更等の届出）  

第 39 条  受注者から名称、住所、使用印鑑等の変更の申出があったときは、変更内

容について、所長を経由して管理課長に提出させるものとする。  

（損害賠償）  

第 40 条  所長は、受注者から工事の中止、契約の解除、部分使用その他の理由によ

る損害賠償の請求を受けたときは、意見を付し、事業主管課長を経由して土木部

長に報告し、その指示を受けるものとする。  

 

第５章     工事の検査  

（工事の検査）  

第 41 条  工事の検査は、別に定める「富山県建設工事検査監察要領」及び「富山県

建設工事検査技術基準」によるものとする。  

 

第６章     工事の完成  

（工事の完成）  

第 42 条  工事が完成したときは工事完成届（様式第 61 号又は様式第 61 号の２）を、

修補工事が完了したときは、修補工事完了届（様式第 98 号）を所長に提出させる

ものとする。  

（工事目的物の引渡し）  

第 43 条  工事目的物の引渡しは、工事の完成検査に合格した後、受注者からの工事

引渡書（様式第 62 号又は様式第 62 号の２）により行うものとする。  

 

第７章     請負代金の支払  

（請負代金の支払）  

第 44 条  請負代金は、請負代金請求書（様式第 63 号）により請求のあった日から

起算して 40 日以内に支払うものとする。  

（前金払）  

第 45 条  前払金は、前払金請求書（中間前払金にあっては中間前払金請求書）（様
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式第 44 号、様式第 44 号の２）によりその請求のあった日から起算して 14 日以内

に支払うものとする。  

（部分払）  

第 46 条  部分払の場合の出来形検査の申出は部分払金申請書（様式第 59 号）によ

り所長に提出させるものとする。  

２  部分払金の支払は、部分払金請求書（様式第 60 号）により請求のあった日から

起算して 14 日以内に支払うものとする。  

 

第８章     雑則  

（本庁で施行する工事への準用）  

第 47 条  本庁契約工事で、事業主管課長が工事実施設計書を作成するものについて

も、この要領に準じて取り扱うものとする。  

（その他）  

第 48 条  富山県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年富

山県規則第 68 号）第１条に定める特定調達契約となる工事の施行に関する事務の

取扱いに関しては、別に定めるところによるものとする。  
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時
 

区
  
分
 

 
 年

  
月

  
日
 

契
約
方
法
 

消
費
税
を
除
く
額
 

消
費
税
を
含
む
額
 

千
円
 

百
万
 

十
億
 

円
 

千
百
万
 

十
億
 

入
札
（
見
積
）
担
当
者
 

予
定
価
格
 

地
内
 

ま
で
 

 
 年

  
月

  
日
 

業
者
番
号
 

第
 
１

 
回
 

第
 
２
 
回
 

落
札
（
採
用
）
金
額
 

摘
要
 

商
号
又
は
名
称
 

金
額
（
千
円
）
 

順
位

順
位

順
位

順
位

金
額
（
千
円
）
 

金
額
（
千
円
）
 

金
額
（
千
円
）
 千
 

百
万
 

千
 

円
 

千
 

千
 

百
万
 

百
万
 

百
万
 

千
 

百
万
 

様
式
第
８
号
 

工
事
番
号
 

発
注
工
種
 

工
事
 

工
事
名
 

工
事
場
所
 

工
期
 

請
負
 

対
象
額
 

調
査
 

基
準
価
格
 

（
注
）
上
記
落
札
（
採
用
）
金
額
は
、
入
札
書
（
見
積
書
）
記
載
金
額
に
当
該
金
額
の

1
0
％
に
相
当
す
る
額
を
加
算
し
た
額
で
あ
る
。 
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様式第３号の１ 

開示・非開示の別 保 存 期 間 分類番号 所 属 

部 分 開 永   １０   ５ 

年 月 日登録共通例文第 号年度

日月年 主務者 起案

施行 決裁 年 月 日 知事印

工 事 変 更 施 行 伺

区分契約箇所 工 事 番 号 

工事工 事 名 

地内工 事 場 所 

当 初 増 減 前 回 今 回 

設 計 額 円 円 円円

円 円 円円請 負 額 
（ ）（税抜き） （） ）（ （ ）

工 期  年  月  日

当初請負額代金額（税抜き） 変更請負額代金額（税抜き） 変更設計額 （税込み） 当初設計額 （税込み） 

× 円円 ÷円 円 ＝

変更請負代金額（税抜き） 変更請負代金額（税込み）

千円 100 円× ＝

受 注 者
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様式第4号 作成日 年 月 日

r 

（秘）指名入札（内申）案

所属
所長

工 事

2 設計概要
名 工事 IT三］

事業主管課長

3 工事場所
4 請負対象額（基準等級）
5 エ期
6 指名業者案

年

地内
百万円（）

月 日又は 日間

業者 商号又は 住 所 等 総合 技術者数 J:: 契約額（当年度当初） 指名 その他
番号 名 称 級 数値 下手持工事（継続含む） 回数 特 記

土木・農林の合計額 （当年 事 項
1巖 2最 籾眉 件数 金額（百万円） 度分）

1 
2 
3 
4 
5 
6 

1 

8 

， 
10 

11 

12 
13 
14 
15 

（注） 1 基準等級外の業者を指名する場合は、 その理由を「特記事項」欄に記入すること。
2前年度の富山県建設優良工事表彰の受賞者については、 「特記事項」欄に「表」を記入すること。
3「技術者数」欄には、 建設工事競争入札参加資格者名簿の技術職員欄の数値（経営事項審査におけ

る各建設業種ごとの技術職員数を表示）を記載すること。
7 指名業者案の考え方

◎業者選定にあたり特に留意した事項
□地理的条件（
□手持ち工事の状況
〇指名回数
□技術的遮正

〈事業主管課長意見〉 1 口工事成績
口安全管理・労働福祉の状況
口その他（

（注）〈事業主管課長意見〉は、 所長案との調整がつかない場合のみ記入すること。

13-19



様式第５号 

〒 

殿 

（工事番号   ） 

指名競争入札の執行について（通知） 

下記について指名競争入札に付しますので、参加願います。 

１ 入 札 番 号  第   号 

２ 工 事 名  工事 

３ 工 事 場 所  地内 

４ 現 場 説 明 

５ 設計書及び図面 

 の 縦 覧 場 所 

６ 完 成 期 限   年  月  日 

７ 入 札 方 法 

８ 入 札 場 所 及 び 

 開 札 場 所 

９ 入 札 の 日 時  年  月  日    時  分 

 指定の入札時間を厳守願います。指定の入札時間に出場がなかったとき 

は、棄権したものとして取り扱います。 

10 入 札 保 証 金  免除します。 

11 契 約 保 証 金 （請負代金額が 500万円以上の場合） 

 納付が必要となります。ただし、有価証券等の提供、金融機関又は保証

事業会社の保証をもって納付に代えることができます。また、公共工事履

行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合

は、契約保証金の納付を免除します。契約保証金の額、保証金額又は保険

金額は、請負代金額の10分の１以上とします。 

（請負代金額が 500万円未満の場合） 

免除します。 

12 調 査 基 準 価 格 

13 契 約 締 結 の 日 （請負代金額が 500万円以上の場合） 

 落札決定した日の翌日から起算して７日以内（土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）とします。 

（請負代金額が 500万円未満の場合） 

落札決定した日の翌日から起算して５日以内（土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）とします。 

14 入札書記載金額  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10

に相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって落札価格としますので、入札者は消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。 

15 そ の 他 (1) 入札は通算２回までとします。 

(2) 入札の執行に当たっては、この通知のほか、地方自治法、富山県会計

規則及び入札心得の定めるところによります。

(3) 入札を希望しない場合には、入札心得に規定する手続により、参加し

ないことができます。

 年  月  日 
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様式第５号の２ 

〒 

様 

（工事番号   ） 

指名競争入札の執行について（通知）

次のとおり指名競争入札を行いますので、参加願います。 

１ 入 札 番 号  第   号 

２ 工 事 名  工事 

３ 工 事 場 所  地内 

４ 現 場 説 明 

５ 設計書及び図面 

 の 縦 覧 場 所 

６ 完 成 期 限   年  月  日 

７ 入 札 方 法 

８ 入 札 場 所 及 び 

 開 札 場 所 

９ 入 札 の 日 時  年  月  日    時  分 

 指定の入札時間を厳守願います。指定の入札時間に出場がなかったとき 

は、棄権したものとして取り扱います。 

10 入 札 保 証 金  免除します。 

11 契 約 保 証 金 （請負代金額が 500万円以上の場合） 

 納付が必要となります。ただし、有価証券等の提供、金融機関又は保証

事業会社の保証をもって納付に代えることができます。また、公共工事履

行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合

は、契約保証金の納付を免除します。契約保証金の額、保証金額又は保険

金額は、請負代金額の10分の１以上とします。 

（請負代金額が 500万円未満の場合） 

免除します。 

12 予 定 価 格 金 円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

予定価格を超える入札は、無効の入札として取り扱います。 

13 調 査 基 準 価 格  

14 契 約 締 結 の 日 （請負代金額が 500万円以上の場合） 

 落札決定した日の翌日から起算して７日以内（日曜日、土曜日及び祝日

を除く。）とします。 

（請負代金額が 500万円未満の場合） 

落札決定した日の翌日から起算して５日以内（日曜日、土曜日及び祝日

を除く。）とします。 

15 入札書記載金額  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10

に相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって落札価格としますので、入札者は消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。 

16 そ の 他 (1) 入札書の提出は、１回とします。 

(2) 入札の執行に当たっては、この通知のほか、地方自治法、富山県会計

規則及び入札心得の定めるところによります。

(3) 入札を希望しない場合には、入札心得に規定する手続により、参加し

ないことができます。

(4) 入札の執行の際に、別に定める工事費内訳書を提出してください。当

該工事費内訳書が提出されない場合は、入札に参加できません。

 なお、当該工事費内訳書の記載内容は、入札及び契約上の権利義務に

影響を及ぼすものではありません。

 年  月  日 
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様式第６号 

〒 

 

 

 

 

殿 

（工事番号     ） 

 

見積書の提出について（通知） 

 

このことについて、下記により見積書を提出してください。 

 

１ 見 積 番 号  第     号 

２ 工 事 名                                工事 

３ 工 事 場 所                                地内 

４ 現 場 説 明  

５ 設計書、図面の 

  縦 覧 場 所 

６ 完 成 期 限      年  月  日 

７ 見 積 方 法  

８ 見 積 場 所 及 び 

  見積合せの場所 

９ 見 積 の 日 時      年  月  日    時  分 

           指定の見積時間を厳守願います。指定の見積時間に出場がなかったとき 

          は、棄権したものとして取り扱います。 

10 契 約 保 証 金 （請負代金額が500万円以上の場合） 

 納付が必要となります。ただし、有価証券等の提供、金融機関又は保証

事業会社の保証をもって納付に代えることができます。また、公共工事履

行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合

は、契約保証金の納付を免除します。契約保証金の額、保証金額又は保険

金額は、請負代金額の10分の１以上とします。 

（請負代金額が500万円未満の場合） 

免除します。 

11 契 約 締 結 の 日 （請負代金額が500万円以上の場合） 

 採用決定した日の翌日から起算して７日以内（土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）とします。 

（請負代金額が500万円未満の場合） 

採用決定した日の翌日から起算して５日以内（土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）とします。 

12 見積書記載金額  採用決定に当たっては、見積書に記載された金額に当該金額の100分の10

に相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって採用価格としますので、見積者は消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の110分の100に相当する金額を見積書に記載してください。 

13 そ の 他 (1) 見積合せに当たっては、この通知のほか、地方自治法、富山県会計規

則及び入札心得の定めるところによります。 

          (2) 見積合せを希望しない場合には、入札心得に規定する手続により、参

加しないことができます。 

  年  月  日 
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様
式

第
7

号

知
事

所
長

部
長

・
課

長

入
札

（
見

禎
）

予
定

日
年

月
日

入
札

（
見

積
）

番
号

第
号

予
定

価
格

調
書

工
事

名
工

事

工
事

場
所

地

入
札

（
見

積
）

書
比

較
価

格

a,- 成
n.

 
計

額
円

円

定
価

格
円

（秘
）

調
査

基
準

価
格

円
円

（注
）

サ
イ

ズ
は

、
は

が
き

大
と

す
る

。
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[
入
札
（
見
積
）
番
号

]
 

指
名
入
札
（
随
意
契
約
）
調
書

所
 
 
属

入
札
(
見
積
)
日
時

区
 
 
分

 
 
年
 
 
月
 
 
日

契
約
方
法

消
費
税
を
除
く
額

消
費
税
を
含
む
額

千
円

百
万

十
億

円
千

百
万

十
億

入
札
（
見
積
）
担
当
者

印
 

予
定
価
格

地
内

ま
で

 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

業
者

番
号
 

第
 

１
 
回
 

第
 

２
 
回
 

落
札

（
採
用

）
金

額
 

摘
要
 

商
号

又
は
名

称
 

金
額
（
千
円
）
 

順
位
 

順
位

順
位
 

順
位
 

金
額
（
千
円
）
 

金
額
（

千
円

）
 

金
額

（
千
円

）
 千

百
万

千
円

千
千

百
万

百
万

百
万

千
百
万

様
式

第
８
号
 

工
事
番
号

発
注
工
種

工
事

工
事
名

工
事
場
所

工
期

請
負

対
象
額

調
査

基
準
価
格

（
注

）
上

記
落

札
（

採
用

）
金

額
は

、
入

札
書
（

見
積

書
）
記

載
金
額
に

当
該

金
額
の

10
％
に

相
当
す
る

額
を

加
算
し
た

額
で

あ
る
。
 

13-24

令
和
4
年
1
0
月
1
日
適
用



様式第９号の１ （工 事 番 号 ） 

工 事 請 負 契 約 書                       

 １  工 事 名             工 事 

 ２  工事場所             地 内 

 ３  工 期             年  月   日から     

    年    月   日まで

 ４ 請負代金額            ， ， ， ． ００  

   うち取引に係る消費税 

   及び地方消費税の額   ， ， ．  ００ 

 ５  契約保証金   

上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

年 月 日 

     発 注 者 住所      富山市新総曲輪１番７号 

    氏名      富山県知事  印 

     受 注 者 住所 

    氏名  印 
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様式第９号の２ 

別紙 

＜＜支払限度額（第５０条第１項＞＞ ＜＜出来高予定額（第５０条第２項＞＞

平成 年度 平成 年度 

平成 年度 平成 年度 

平成 年度 平成 年度 

平成 年度 平成 年度 

平成 年度 平成 年度 
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様式第９号の３ （工 事 番 号 ） 

工 事 請 負 契 約 書                       

 １  工 事 名             工 事 

 ２  工事場所             地 内 

 ３  工 期             年  月   日から     

    年    月   日まで

 ４ 請負代金額            ， ， ， ． ００  

   うち取引に係る消費税 

   及び地方消費税の額   ， ， ．  ００ 

 ５  契約保証金   

 ６ 解体工事に要する費用等 別紙のとおり 

上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

年 月 日 

     発 注 者 住所      富山市新総曲輪１番７号 

    氏名      富山県知事  印 

     受 注 者 住所 

    氏名  印 
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様式第９号の４                                  （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ６  契約保証金                      

 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 
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様式第９号の５                                  （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

 ７ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 

13-29



様式第９号の６                                  （工 事 番 号        ） 

工 事 請 負 契 約 書

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 ３  工 期                          年     月      日から     

                              年     月      日まで       

 ４ 工事を施工しない日                     

   工事を施工しない時間帯                   

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 ６  契約保証金        

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

          年   月   日 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                             印 

       受 注 者        住所 

                         氏名                                                 印 

13-30



様式第９号の７                                  （工 事 番 号        ） 

工 事 請 負 契 約 書

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 ３  工 期                          年     月      日から     

                              年     月      日まで       

４ 工事を施工しない日                     

   工事を施工しない時間帯                   

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 ６  契約保証金        

 ７ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と 

受注者                （以下単に「受注者」という。）とは、

各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を

締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

          年   月   日 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                             印 

       受 注 者        住所 

                         氏名                                                 印 

13-31



様式第９号の８                                  （工 事 番 号        ） 

工 事 請 負 契 約 書

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 ３  全体工期                年     月      日から     

                              年     月      日まで       

４ 実 工 期           年     月      日から     

                             年     月      日まで   

５ 工事を施工しない日                     

   工事を施工しない時間帯                   

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 ７  契約保証金        

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

          年   月   日 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                             印 

       受 注 者        住所 

                         氏名                                                 印 

13-32



様式第９号の９                                  （工 事 番 号        ） 

工 事 請 負 契 約 書

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 ３  全体工期                年     月      日から     

                              年     月      日まで       

４ 実 工 期           年     月      日から     

                             年     月      日まで   

５ 工事を施工しない日                     

   工事を施工しない時間帯                   

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 ７  契約保証金        

 ８ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

          年   月   日 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                             印 

       受 注 者        住所 

                         氏名                                                 印 

13-33



様式第９号の１０                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ５  契約保証金                      

 

 ６ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 



様式第９号の１１                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ５  契約保証金                      

 

 ６ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

  

７ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と  

受注者                （以下単に「受注者」という。）とは、

各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を

締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

          年   月   日 

 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 



様式第９号の１２                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ６  契約保証金                      

 

７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 

 



様式第９号の１３                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 ８ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者  

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 



様式第９号の１４                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

 ７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 



様式第９号の１５                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 ８ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と  

受注者                （以下単に「受注者」という。）とは、

各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を

締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

          年   月   日 

 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 



様式第９号の１６                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

５ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ７  契約保証金                      

 

８ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 



様式第９号の１７                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

５ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ７  契約保証金                      

 

８ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 ９ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者  

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                             印 

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                 印 



様式第９号の１８                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ５  契約保証金                      

 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の１９                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ５  契約保証金                      

 

 ６ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と  

受注者                （以下単に「受注者」という。）とは、

各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を

締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２０                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ６  契約保証金                      

 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  

 

 



様式第９号の２１                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

 ７ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者  

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２２                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２３                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

 ７ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と  

受注者                （以下単に「受注者」という。）とは、

各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を

締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

          年   月   日 

 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２４                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

５ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ７  契約保証金                      

 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２５                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

５ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ７  契約保証金                      

 

 ８ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者  

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２６                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ５  契約保証金                      

 

 ６ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２７                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ５  契約保証金                      

 

 ６ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

  

７ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と  

受注者                （以下単に「受注者」という。）とは、

各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を

締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

          年   月   日 

 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の２８                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 

 ６  契約保証金                      

 

７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  

 



様式第９号の２９                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 ８ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者  

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の３０                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

 ４ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

 ７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の３１                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  工 期                          年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ５ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ６  契約保証金                      

 

７ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 ８ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と  

受注者                （以下単に「受注者」という。）とは、

各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を

締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

          年   月   日 

 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の３２                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

５ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ７  契約保証金                      

 

８ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第９号の３３                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

工 事 請 負 契 約 書                             

 

 

 １  工 事 名                                                                         工 事  

 

 

 ２  工事場所                                                                         地 内  

 

 ３  全体工期                年     月      日から     

 

                              年     月      日まで       

 

４ 実 工 期           年     月      日から     

 

                             年     月      日まで   

 

５ 工事を施工しない日                     

 

   工事を施工しない時間帯                   

 

 ６ 請負代金額                            ，     ，     ，     ． ００   

                                                 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額                  ，     ，     ．  ００ 

 

 ７  契約保証金                      

 

８ 建設発生土の搬出先等   建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり 

 

 ９ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

 

 

 上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者  

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立

場における合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負契約を締結し、信義に

従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

 

                         氏名                                                  



様式第１０号 （工 事 番 号 ） 

変 更 契 約 書

年 月 日 付けで請負契約を締結した 

 工 事 

    ＜     地内  ＞ 

について、次のとおり契約を変更する。 

１ 工   法 

 別冊変更設計書、図面及び仕様書に基づき施工すること。 

２ 請負代金額 

， ， ． ００  増額 減額又は変更なし 

   うち取引に係る消費税 

   及び地方消費税の額   ， ， ．  ００ 増額 減額又は変更なし 

３ 完成期限          年  月  日 

４ その他の事項は変更しない。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自１

通を保有する。 

年   月   日 

     発 注 者 住所      富山市新総曲輪１番７号 

    氏名      富山県知事  印 

     受 注 者 住所 

    氏名  印 
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様式第１０号の２ （工 事 番 号 ） 

変 更 契 約 書

年 月 日 付けで請負契約を締結した 

 工 事 

    ＜     地内  ＞ 

について、次のとおり契約を変更する。 

１ 工   法 

 別冊変更設計書、図面及び仕様書に基づき施工すること。 

２ 請負代金額 

， ， ． ００  増額 減額又は変更なし 

   うち取引に係る消費税 

   及び地方消費税の額          ，     ，     ．  ００ 増額 減額又は変更なし 

３ 完成期限          年  月  日 

４ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

５ その他の事項は変更しない。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自１

通を保有する。 

年   月   日 

     発 注 者 住所      富山市新総曲輪１番７号 

    氏名      富山県知事  印 

     受 注 者 住所 

    氏名  印 
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様式第１０号の３ （工 事 番 号 ） 

変 更 契 約 書

年 月 日 付けで請負契約を締結した 

 工 事 

    ＜     地内  ＞ 

について、次のとおり契約を変更する。 

１ 工   法 

 別冊変更設計書、図面及び仕様書に基づき施工すること。 

２ 請負代金額 

， ， ． ００  増額 減額又は変更なし 

   うち取引に係る消費税 

   及び地方消費税の額          ，     ，     ．  ００ 増額 減額又は変更なし 

３ 完成期限          年  月  日 

４ 第50条第１項及び第２項を次のように改める。 

この工事の各会計年度における請負代金の支払いの限度額（以下「支払限度額」という。）は、次

のとおりとする。 

別紙のとおり 

２ 支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりとする。 

別紙のとおり 

５ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

６ その他の事項は変更しない。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自１

通を保有する。 

年   月   日 

     発 注 者 住所      富山市新総曲輪１番７号 

    氏名      富山県知事  印 

     受 注 者 住所 

    氏名  印 
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様式第10号の４ （工 事 番 号 ） 

変 更 契 約 書

年 月 日 付けで請負契約を締結した 

 工 事 

    ＜     地内  ＞ 

について、次のとおり契約を変更する。 

１ 解体工事に要する費用等  別紙のとおり 

２ その他の事項は変更しない。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自１

通を保有する。 

年 月 日 

     発 注 者 住所      富山市新総曲輪１番７号 

    氏名      富山県知事  印 

     受 注 者 住所 

    氏名  印 
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様式第１０号の５                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

変 更 契 約 書 

 

     年  月  日 付けで請負契約を締結した 

 

                                                               工 事  

      ＜                                                      地内  ＞ 

 

について、次のとおり契約を変更する。 

 

１ 工   法 

  別冊変更設計書、図面及び仕様書に基づき施工すること。 

２ 請負代金額 

                        ，     ，     ． ００  増額 減額又は変更なし 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額          ，     ，     ．  ００ 増額 減額又は変更なし 

 

３ 完成期限          年  月  日 

４ その他の事項は変更しない。 

 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者が

合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                              

 

       請 負 者        住所 

                         氏名                                                  

 



様式第１０号の６                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

変 更 契 約 書 

 

     年  月  日 付けで請負契約を締結した 

 

                                                               工 事  

      ＜                                                      地内  ＞ 

 

について、次のとおり契約を変更する。 

 

１ 工   法 

  別冊変更設計書、図面及び仕様書に基づき施工すること。 

２ 請負代金額 

                        ，     ，     ． ００  増額 減額又は変更なし 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額          ，     ，     ．  ００ 増額 減額又は変更なし 

  

３ 完成期限          年  月  日 

４ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

５ その他の事項は変更しない。 

 

 本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者が

合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

   

        年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

                         氏名                                                  

 

 



様式第１０号の７                                 （工 事 番 号        ） 

 

変 更 契 約 書 

 

     年  月  日 付けで請負契約を締結した 

 

                                                               工 事  

      ＜                                                      地内  ＞ 

 

について、次のとおり契約を変更する。 

 

１ 工   法 

  別冊変更設計書、図面及び仕様書に基づき施工すること。 

２ 請負代金額 

                        ，     ，     ． ００  増額 減額又は変更なし 

     うち取引に係る消費税                    

     及び地方消費税の額          ，     ，     ．  ００ 増額 減額又は変更なし 

 

３ 完成期限          年  月  日 

４ 第50条第１項及び第２項を次のように改める。 

 この工事の各会計年度における請負代金の支払いの限度額（以下「支払限度額」という。）は、次

のとおりとする。 

別紙のとおり 

２ 支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりとする。 

別紙のとおり 

５ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

６ その他の事項は変更しない。 

本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者  

が合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

          年   月   日 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

                         氏名                                                  

 



様式第１０号の８                                 （工 事 番 号        ） 

 

 

 

 

変 更 契 約 書 

 

     年  月  日 付けで請負契約を締結した 

 

                                                               工 事  

      ＜                                                      地内  ＞ 

 

について、次のとおり契約を変更する。 

 

１ 解体工事に要する費用等   別紙のとおり 

２ その他の事項は変更しない。 

 

本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者が

合意の後、電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管する。 

 

          年   月   日 

 

       発 注 者        住所      富山市新総曲輪１番７号 

                         氏名      富山県知事                              

 

       受 注 者        住所 

                         氏名                                                  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



• 様式第1 1号

年 月 日 起案 主務者

契 約 書 供 見臣l::::

年 月 日執行の指名競争入札（随意契約）に関し、 別紙のとおり工事請負

契約書及び入札（随意契約）調書を回覧に供します。

工 事
・

名 工 事

工事場所 地 内

契 約 日 年 月 日 請負代金額 円

住 所

受注者
氏 名

（代表者）
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様式第1 2号

号

日月

第

年

受注者 殿

富山県知事 印

監督員選任（変更）通知書

年 月 日付けで契約を締結した下記工事の監督員の選任

（変更）を通知します。

記

（工事番号
、
)

事
工 事

工 事 場 所 地 内

請負 代 金 額

監督員（主 務） 職 氏 名

現 監督員（副主務） ·職 氏 名

監督員（主 務） 職 氏 名

監督員（副主務） 職 氏 名
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様式第1 3号の1

号
日月

第
年

部 長 殿

所 長

工期の延長の承諾について（副申）

年 月 日付けで請負契約を締結した下記工事について、 次の理由により工期の延長
を承諾くださるよう副申します。

記

1 工 事 名

2 工 事 場 所

3 請負代金額

4 受注者

工 事

地← 内

円

5 変更前完成期限

6 変更後完成期限

7 延 長 日 数

8 延長を要する理由

9 現在の出来高率

年

年

月

月

E

日

日間 ，

％ 
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様式第1 3号の2

号
日月

第
年

受注者 殿

富山県知事 印

工期の延長の承諾について（回答）

年 月 日付けで請負契約を締結した

地内における

工 事 の

工期延長を下記のとおり承諾します。

記

1 変更前完成期限

2 変更後完成期限

3 延 長 日 数

年

年

月

月

日

日

間日

なお、 本請負契約において契約保証金にかわる保証書（保証事業会社の保証を除く。）又
は公共工事履行保証証券を提出している場合は、 変更前完成期限が到来する前に、 保証内容
変更契約書又は異動承認書を提出してください。

13-41



様式第1 3号の3

号
日月

第
年

所 長 殿

部 長

工期の延長の承諾について（通知）

年 月 日付けで請負契約を締結した

地内における

丁 事 の

工期延長を下記のとおり承諾したので通知する。

記

1 変更前完成期限

2 変更後完成期限

3 延 長 日 数

年

年

月

月

日

日

閲日
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様式第1 4号の1

号
日月

第
年

部 長殿

所 長

工期の延長（短縮）の協議について（上申）

年 月 日付けで契約を締結した下記工事について、 次の理由により
工期の延長（短縮）の協議を願いたく上申します。

記

1 工 事 名 工 事

2 工 事 場 所 地 内

3 請負代金額 円

4 受注者

5 変更前完成期限 年 月 日

6 変更後完成期限 年 月 日

7 '延長（短縮） 日数 日間

8 . 延長（短縮）を要する理由

， 現在の出来高率 ％ 
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様式第1 4号の2

年 月
号

日

受注者 殿

富山県知事 印

工期の延長（短縮）の協議について

年 月

日

付けで請負契約を締結した

地内における

工 事 の

工期の延長（短縮）を下記のとおり協議します。

記

1 変更前完成期限，

2 変更後完成期限

3 延長（短縮） 日数

4 延長（短縮）を要する理由

年

年

月

月

日

日

間日

上記について承諾できない場合は、 本書到着後7日以内に申し出てください。

なお、 承諾の際は、 本請負契約において契約保証金にかわる保証書（保証事業会社の保証
を除く。）又は公共工事履行保証証券を提出している場合は、 変更前完成期限が到来する前に、
保証内容変更契約書又は異動承認書を提出してください。
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様式第1 4号の3

号
日月

第

年

所 長殿

部 長

工期の延長（短縮）の協議について（通知）

年 月 日付けで請負契約を締結した

地内における

工 事 の

工期の延長（短縮）を下記のとおり協議したので通知する。

記

1 変更前完成期限

2 変更後完成期限

3 延長（短縮） 日数

年

年

月

月

日

日

間日
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様式第1 5号

支払記録兼部金計算書

工事番号
工事名 工事

工事場所 地内

工 期 年 月 日 ～ 年 月 日

区分 契約額 前払金額 前回までの部分払金額 今回支払額 計 残 額 摘要

部金計算書
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様式第１７号の１ 

開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

施行 知事印 決裁  年 月 日 

日 月 年 
殿 富山県知事 

所 属 

印 検査員 

中間検査復命書（第 回） 

下記工事について、別添資料のとおり検査したので、別紙のとおり受注者に通知して 
よいか伺います。 

記 

工 事 番 号 

工  事  名 

工 事 場 所 地  内 

設 計 金 額 
円 請負代金額 （請負対象額） 

年  月  日 まで 年  月  日 から 工 期 

受 注 者 

受注側 立 会 者 監督側 

検査年月日 

検 査 内 訳 

意 見 設計図書に基づき検査をした結果、  と認める。 

平成  年度 

工 事 

  年  月  日 

円 



開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

施行 知事印 決裁  年 月 日 

日 月 年 
殿 富山県知事 

所 属 

印 検査員 

中間検査復命書（第 回） 

 下記工事について、別添資料のとおり検査したので、別紙のとおり受注者に通知して

よいか伺います。 
記 

様式第１７号の２ 

工 事 番 号 

工  事  名 

工 事 場 所 地  内 

設 計 額 
円 請負代金額 （請負対象額） 

年  月  日 まで 

年  月  日 

工 期 

受 注  者 

受注側 立 会 者 監督側 

中間検査年月日 

検 査 内 訳 

意 見 設計図書に基づき検査をした結果、合格と認める。 

修 補 工 事 
 完了年月日 

完了確認年月日 

平成  年度 

円 

年  月  日 から 

年  月  日 

年  月  日 

工 事 



様式第１８号 
年 月 日 

１ 工  事  名 

） （工 事 番 号 

地内 ２ 工 事 場 所 

３ 検査年月日 

４ 検 査 内 訳 

５ 特 記 事 項 

平成 

〒

代表者 殿 

富山県知事 印 

記 

下記工事について、中間検査をした結果、  と認める。 

中間検査結果通知書 



様式第１９号

保存期間 永 １０ ５ 分類番号 開示 部分開 非開示 

施行 知事印 決裁 年 月 日 

年 月 日 
富山県知事 殿 

所 属 

検査員 印 

出来形検査復命書（第 回） 

  下記工事について、別添資料のとおり出来形を検査したので、別紙のとおり受注者 
に通知してよいか伺います。 

記 

所 属 工 事 番 号 

工  事  名 

工 事 場 所 地  内 

設 計 金 額 
（請負対象額） 円 円 請負代金額 

契約年月日 

工 期 年  月  日 から 年  月  日 まで 

受 注 者 商号 代表者名 

検査年月日 

出来高設計額 
円 ％  (出来高請負対象額) 出来高率 

意 見 設計図書に基づき検査をした結果、本書のとおりの出来形を合格と認める。 

平成  年度 

工 事 

年  月  日 

年  月  日 



様式第２０号 

年 月 日 〒 

富山県知事 印 

代表者 殿 

出来形検査結果通知書 

下記工事について、出来形検査をした結果、  と認める。 

記 

１ 工 事 名 

（工 事 番 号 ） 

地内 
２ 工 事 場 所 

３ 検査年月日 

４ 出 来 高 

％   出来高歩合 

５ 特 記 事 項  



様式第２１号の１

開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

決裁 年 月 日 施行 知事印 

年 月 日  
富山県知事 殿 

所 属 

印 検査員 

完 成 検 査 復 命 書 

記 

所 属 工 事 番 号 

地  内 

円 （請負対象額） 

契約年月日 

  年  月  日 まで 年  月  日 から 

商号 代表者名 

 

完成年月日 検査年月日 

意 見 設計図書に基づき検査をした結果、  と認める。 

平成  年度 

下記工事について、別添資料のとおり検査したので、別紙のとおり受注者に通知して 
よいか伺います。 

工 事 名 

工 事 場 所 

設 計 額 
請負代金額 

着工年月日 

工 期 

受 注 者 

工 事 

円 

年  月  日 年  月  日 

年  月  日 年  月  日 



様式第２１号の２

開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

決裁 年 月 日 施行 知事印 

年 月 日 
富山県知事 殿 

所 属 

印 検査員 

指定部分に係る完成検査復命書 

記 

所 属 工 事 番 号 

地  内 

全体設計額 
円 （請負対象額） 

契約年月日 

年  月  日 まで 年  月  日 から 

商号 代表者名 

指定部分に係る 
設  計  額  

着工年月日 

全 体 請 負 
代 金 額 

円 

完成年月日 検査年月日 

意 見 設計図書に基づき検査をした結果、  と認める。 

指定部分に係る 

平成  年度 

下記の指定部分に係る工事について、別添資料のとおり検査したので、別紙のとおり

受注者に通知してよいか伺います。 

工 事 名 

工 事 場 所 

工 期 

受 注 者 

工 事 

円 

年  月  日 年  月  日 

年  月  日 年  月  日 



様式第２１号の３

開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

決裁 年 月 日 施行 知事印 

年 月 日 
富山県知事 殿 

所 属 

印 検査員 

完 成 検 査 復 命 書 

記 

所 属 工 事 番 号 

地  内 

設 計 額 
円 （請負対象額） 

契約年月日 

  年  月  日 まで 年  月  日 から 

商号 代表者名 

 

完成年月日 検査年月日 

意 見 設計図書に基づき検査をした結果、  と認める。 

修 補 工 事 
完了年月日 年 月 日 

完 了 確 認 

平成  年度 

下記工事について、別添資料のとおり検査したので、別紙のとおり受注者に通知して 
よいか伺います。 

工 事 名 

工 事 場 所 

工 期 

受 注 者 

請負代金額 

着工年月日 

工 事 

年  月  日 

円 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 



様式第２１号の４

開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

決裁 年 月 日 施行 知事印 

年 月 日 
富山県知事 殿 

所 属 

印 検査員 

指定部分に係る完成検査復命書 

記 

所 属 工 事 番 号 

地  内 

全体設計額 
円 （請負対象額） 

契約年月日 

商号 代表者名 

指定部分に係る 

設  計  額  

着工年月日 

全 体 請 負 
代  金   額 

円 

完成年月日 検査年月日 

意 見 設計図書に基づき検査をした結果、合格と認める。 

指定部分に係る 

修  補  工  事 
 完 了 年 月 日 

完 了 確 認 
年   月   日 

平成  年度 

下記の指定部分に係る工事について、別添資料のとおり検査したので、別紙のとおり

受注者に通知してよいか伺います。 

工 事 名 

工 事 場 所 

工 期 

受 注 者 

年  月  日 年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

円 

工 事 



様式第２２号の１
日 月 年 

〒 

富山県知事 印 

代表者 殿  

完 成 検 査 結 果 通 知 書 

下記工事について、完成検査をした結果、   と認める。 

記 

１ 

（ 工事番号 ） 

地内 
２ 

３ 不合格部分  

4

４ 特 記 事 項  

工事名 

工事場所 



4 

４ 不合格部分 

３ 指定部分 

２ 工事場所 

地内 

） 工事番号 （ 

１ 工事名 

 下記の指定部分に係る工事について、完成検査をした結果、  と認め 

指定部分に係る完成検査結果通知書 

印 富山県知事 

〒 

年 月 日 
様式第２２号の２ 

殿 代表者 

５ 特 記 事 項 

記 

る。 



様式第２３号

年 日 月 
工 事 監 察 復 命 書 

富山県知事 殿 
 所  属 

印 監察員 

下記工事について 監察したので別紙のとおり 関係者 に 
通知してよいか伺います。 

記 

工 事 番 号 事 務 所 名 

工  事  名 工 事 

地  内 工 事 場 所 

受 注 者 

 円 請負代金額 

％ 計  画 進 年 月 日 から 
捗 工 期 

％ 実  施 率 年 月 日 まで 

監  督  員 
監督側 立 

工 事 概 要 現場代理人 会 

受注者側 
者 

そ の 他 

評 価 
普通 要指導 記 事 良 調 査 項 目 

工 程 管 理 

出来形管理 

品 質 管 理 

環 境 対 策 

安 全 管 理 

下請負施工   有 無 
下請負状況 

施工体制台帳等 有 無 
(写し)の提出 

そ の 他 

主任技術者 

そ  の  他 

必 要 事 項 

平成  年  月  日 



様式第２４号の１
年 月 日 

工 事 監 察 結 果 通 知 書 

殿 
所  属 

監察員 印 

監察したところ次のとおりでした。 下記工事について 

記 

事 務 所 名 工 事 番 号 

工  事  名 工 事 

地  内 工 事 場 所 

受 注 者 

請負代金額  円 

％ 年  月  日 から 計  画 進 
工 期 捗 

％ 年  月  日 まで 実  施 率 

監  督  員 
立 監督側 

工 事 概 要 会 
現場代理人 

者 受注者側 

そ の 他 

調 査 項 目 記 事 
評 価 

普通 良 要指導 

工 程 管 理 

出来形管理 

品 質 管 理 

環 境 対 策 

安 全 管 理 

下請負施工   有 無 
下請負状況 

施工体制台帳等 有  無 
(写し)の提出 

そ の 他 

主任技術者 

そ  の  他 
必 要 事 項 

平成  年  月  日 



様式第２４号の２ 

年 月 日 
〒 

殿 代表者 

出納局 検査室長 

出先機関所長 印 

工事監察結果通知書 

平成 下記工事について、 年 月 日 監察したので通知する。 

記 

１ 工  事  名 

）（工 事 番 号 

地内 ２ 工 事 場 所 

３ 工     期 平成  年  月 日 ～ 平成  年  月  日 

４ 監 察 結 果 



様式第４１号 

入 札 書

  年 月 日 

    富山県知事 殿 

 住    所 

 商号又は名称 

 代表者氏名                   印 

 下 記 の と  お  り  入 札 し ま す。 

   記 

 １  入札番号 第    号 

 市    町 

 ２  工事場所   地内 

 郡    村 

 ３  工事名       工 事 

 ４  入札金額      ￥   

５  くじ番号 

※「５  くじ番号」は、電子入札案件における紙入札の場合のみ３桁のくじ番号を記入するため

記載し、紙入札案件の場合は当該項目を削除して本様式を使用すること。�
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様式第４２号 

入  札  辞  退  届

    このたび、下記工事について、都合により入札を辞退いたします。 

   記 

 １  入札番号 第    号 

 ２  工事名    工 事 

 市    町 

 ３  工事場所   地内 

 郡    村 

  年 月 日 

 住    所 

 商号又は名称 

 代 表者 氏名                   印 

      富山県知事    殿 
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様 式第 4 3 号

年 月 日

富 山 県 知 事 殿

受注者 住所

氏 名

工 事 着 手 届

下記の と おり 工 事 に着 手 した の で、 お 届け し ます 。

記

工 事 名

工 事場 所

郡 町

地 内

市 村

請 負代 金 額 円 契 約年 月 日 年 月 日

工 期 年 月 日 か ら 年 月 日 ま で

着 手年 月 日 年 月 日

契 約方 法

一 般競 争 入札

指 名競 争 入札

随 意契 約
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様式第44号（富山県土木建築工事費の前金払取扱規則様式第１号） 

前払金請求書 

年 月 日 

富山県知事 殿 

受注者 住 所 

 氏 名  

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名 

 前金払を受けたいので、富山県土木建築工事費の前金払取扱規則第３条第１項

の規定により、次のとおり関係書類を添えて請求します。 

前払金請求額 円 

工事名
（工事番号 ） 

工事場所

工期 年 月 日から 年 月 日まで 

工事着手年月日 年 月 日 

契約年月日 年 月 日 

契約方法 一般競争入札 ・ 指名競争入札 ・ 随意契約 

請負代金の額 円 

振込先

金融機関名 

口座名義人 

口座番号 
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様式第44号の２（富山県土木建築工事費の前金払取扱規則様式第２号） 

中間前払金請求書 

年 月 日 

富山県知事 殿 

受注者 住 所 

氏 名  

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名 

 中間前金払を受けたいので、富山県土木建築工事費の前金払取扱規則第３条第

２項の規定により、関係書類を添えて請求します。 

中間前払金請求額 円 

工事名
（工事番号 ） 

工事場所

工期 年 月 日から 年 月 日まで 

請負代金額 円 

振込先

金融機関名 

口座名義人 

口座番号 
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様式第44号の３（富山県土木建築工事費の前金払取扱規則様式第３号） 

認定申請書 

年 月 日 

富山県知事 殿 

受注者 住所 

氏名 

法人にあつては、主たる事務所の所 

在地及び名称並びに代表者の氏名 

富山県土木建築工事費の前金払取扱規則第２条第２項各号に掲げる要件に該当

する旨の認定を受けたいので、同規則第４条第１項の規定により、関係書類を添

えて申請します。 

工事名
（工事番号 ） 

工事場所

工期 年 月 日から 年 月 日まで 

請負代金の額 円 

摘要
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様式第44号の４ 

認定調書 

契約の相手方

工 事 名

（工事番号 ） 

工 事 場 所

工 期
年   月   日から 

年   月   日まで 

請 負 代 金 額 円 

摘 要

上記の工事についてその進捗を調査したところ、中間前金払をする 

ことができる要件を具備していることを認定する。 

  年  月  日

  殿 

 富山県知事 印 
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様
式
第

 4
5
号

富
山
県
知
事

殿
次
の
と
お
り
、
提
出
い
た
し
ま
す
。
受
注
者

工
事
名

□
当
初

□
変
更

契
約
年
月
日

年
月

日
下
請
負
の
意
思
の
有
無

□
有

□
無

工
事
場
所

変
更
契
約
年
月
日

年
月

日

工
期
 

年
 
月
 
日
か
ら
 

年
 
月
 
日
ま
で

年
度

事
 
務
 
所

工
事
番
号 工

事
工

程
表

提
出
年
月
日

年
月

日

工
 

種
名
 

称
単
位

数
 
量

月
月

月
月

月
月

月
月

月
月

月
月

注
）
 
１
．
当
初
、
変
更
の
い
ず
れ
か
の
□
に
レ
印
を
入
れ
る
こ
と
。
 
２
．
下
請
負
の
意
思
の
有
無
に
つ
い
て
、
い
ず
れ
か
の
□
に
レ
印
を
入
れ
る
こ
と
。
 
３
．
工
種
は
工
事
数
量
総
括
表
の
工
種
を
参
考
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

４
．
変
更
の
場
合
は
当
初
と
変
更
を
対
照
し
、
線
色
に
つ
い
て
は
、
別
途
注
釈
を
つ
け
る
も
の
と
す
る
。

※
本
様
式
は
、

A3
判
と
す
る
。
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 様式第 46 号の 1 の① 

年  月  日 

富山県知事  殿

受注者  住所 

 氏名 

現場代理人等届

 年  月  日付けで契約を締結した下記工事の現場代理人等を定めたので、届け

出ます。 

記 

 1  工 事 名  工 事 

 2  工 事 場 所       地 内 

 3  請負代金額  円 

現場代理人等の 

名     称
氏 名

法令による技術者 

資 格 の 名 称 ※1
資格の番号

現場代理人

主任技術者 

又 は  

監理技術者 ※2

監理技術者補佐※3

専門技術者

 備 考 ※4

※１ 「法令による技術者資格の名称」欄には、建設業法による土木施工管理技士、建設機械施工技士、

管工事施工管理技士、造園施工管理技士、建築施工管理技士、技術士法による建設部門、農業部門(農

業土木)、林業部門(林業土木)、建築士法による建築士、電気工事士法による電気工事士、電気事業

法による電気主任技術者、職業能力開発促進法による技能士、消防法による消防設備士の資格を有

している者について記載し、現場代理人等の社員証及び資格者証の写しを添付してください。 

※２ 主任技術者又は監理技術者は、いずれか１名を記載するものとする。

※３ 建設業法第 26 条第３項ただし書きの規定により監理技術者が兼務する場合にのみ記載するもの

とする。 

※４ 低入札に伴って増員した技術者は、備考欄に「名称」「氏名」「資格」等を記載するものとする。13-55



  様式第 46 号の 1 の② 

年     月     日 

富山県知事          殿

受注者    住所 

          氏名  

現場代理人等届

          年    月    日付けで契約を締結した下記工事の現場代理人等を定めたので、届け

出ます。 

記 

   1  工 事 名                                                      工 事 

   2  工 事 場 所                                                           地 内 

   3  請負代金額                            円 

現場代理人等の 

名     称 
氏  名 会社名 

法令による技術者 

資 格 の 名 称※1
資格の番号

現場代理人     

主任技術者 

又 は  

監理技術者 ※2

監理技術者補佐※3

専門技術者    

主任技術者 

又 は  

監理技術者 ※2

監理技術者補佐※3

専門技術者    

 備 考 ※4

   ※１ 「法令による技術者資格の名称」欄には、建設業法による土木施工管理技士、建設機械施工技士、

管工事施工管理技士、造園施工管理技士、建築施工管理技士、技術士法による建設部門、農業部門(農

業土木)、林業部門(林業土木)、建築士法による建築士、電気工事士法による電気工事士、電気事業

法による電気主任技術者、職業能力開発促進法による技能士、消防法による消防設備士の資格を有

している者について記載し、現場代理人等の社員証及び資格者証の写しを添付してください。 

 ※２ 主任技術者又は監理技術者は、いずれか１名を記載するものとする。

    ※３ 建設業法第 26 条第３項ただし書きの規定により監理技術者が兼務する場合にのみ記載するもの

とする。 

  ※４ 低入札に伴って増員した技術者は、備考欄に「名称」「氏名」「資格」等を記載するものとする。
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様式第 46 号の 2 の① 

年  月  日 

富山県知事  殿

受注者  住所 

 氏名 

現 場 代 理 人 等 変 更 届

 年  月  日付けで契約を締結した下記工事の現場代理人等を変更したので、届

け出ます。 

記 

 1  工 事 名  工 事 

 2  工 事 場 所       地 内 

 3  請負代金額  円 

現場代理人等の 

名     称
区 分 氏 名

法令による技術者 

資 格 の 名 称※1
資格の番号

現場代理人
変更前

変更後

主任技術者 

又は 

監理技術者 ※2

変更前

変更後

監理技術者補佐※3
変更前

変更後

専門技術者
変更前

変更後

変更理由 

備 考  ※4 

※１ 「法令による技術者資格の名称」欄には、建設業法による土木施工管理技士、建設機械施工技士、管工事施工管理技士、造

園施工管理技士、建築施工管理技士、技術士法による建設部門、農業部門(農業土木)、林業部門(林業土木)、建築士法による

建築士、電気工事士法による電気工事士、電気事業法による電気主任技術者、職業能力開発促進法による技能士、消防法によ

る消防設備士の資格を有している者について記載し、変更した現場代理人等の社員証及び資格者証の写しを添付してください。 

※２ 主任技術者又は監理技術者は、いずれか１名を記載するものとする。

※３ 建設業法第 26 条第３項ただし書きの規定により監理技術者が兼務する場合にのみ記載するものとする。

※４ 低入札に伴って増員した技術者は、備考欄に「名称」｢区分｣「氏名」「資格」「変更理由」等を記載するものとする。
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    JV用 
  様式第 46 号の 2 の② 

年     月     日 

富山県知事          殿

受注者    住所  

          氏名  

現 場 代 理 人 等 変 更 届

          年    月    日付けで契約を締結した下記工事の現場代理人等を変更したので、届

け出ます。 

記 

   1  工 事 名                                                      工 事 

   2  工 事 場 所                                                           地 内 

   3  請負代金額                            円 

現場代理人等の 

名     称 
区 分 氏 名 会社名

法令による技術者 

資 格 の 名 称※1
資格の番号

現場代理人 
変更前

変更後

主任技術者 

又 は  

監理技術者 ※2

変更前

変更後

監理技術者補佐※3
変更前

変更後

専門技術者 
変更前

変更後

主任技術者 

又 は  

監理技術者 ※2

変更前

変更後

監理技術者補佐※3
変更前

変更後

専門技術者 
変更前

変更後

変更理由 

備 考  ※4 

   ※１ 「法令による技術者資格の名称」欄には、建設業法による土木施工管理技士、建設機械施工技士、管工事施工管理技士、造

園施工管理技士、建築施工管理技士、技術士法による建設部門、農業部門(農業土木)、林業部門(林業土木)、建築士法による

建築士、電気工事士法による電気工事士、電気事業法による電気主任技術者、職業能力開発促進法による技能士、消防法によ

る消防設備士の資格を有している者について記載し、変更した現場代理人等の社員証及び資格者証の写しを添付してください。 

   ※２ 主任技術者又は監理技術者は、いずれか１名を記載するものとする。 

※３ 建設業法第 26 条第３項ただし書きの規定により監理技術者が兼務する場合にのみ記載するものとする。 

  ※４ 低入札に伴って増員した技術者は、備考欄に「名称」｢区分｣「氏名」「資格」「変更理由」等を記載するものとする。
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様
式
第
5
0
号

年
月

日

自 至

自 至
　

発
注
者
へ
写
し
を
提
出
す
る
際
の
添
付
書
類

・
下
請
負
人
と
締
結
し
た
下
請
契
約
に
係
る
契
約
書
の
写
し

・
建
設
業
法
施
行
規
則
第
1
4
条
の
２
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
作
業
員
名
簿

有
　
　
　
無

担
当

工
事
内
容

担
当

工
事
内
容

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

資
格
内
容

資
格
内
容

専
門

技
術
者
名

専
門

技
術
者
名

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

事
業
所

整
理
記
号
等

監
理
技
術
者
名

主
任
技
術
者
名
専

任
資
格
内
容

非
専
任

権
限
及
び
意
見

申
出
方
法

現
場

代
理
人
名

権
限
及
び
意
見

申
出
方
法

保
険
加
入

の
有
無

適
用
除
外

適
用
除
外

適
用
除
外

専
門
技
術
者
名

発
注
者
の

監
督
員
名

権
限
及
び
意
見

申
出
方
法

資
格
内
容

監
督
員
名

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

資
格
内
容

主
任
技
術
者
名

担
当
工
事
内
容

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

雇
用
管
理
責
任
者
名

専
任

下
請
契
約

非
専
任

区
分

営
業
所
の
名
称

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

元
請
契
約

安
全
衛
生
推
進
者
名

安
全
衛
生
責
任
者
名

加
入

未
加
入

加
入

未
加
入

加
入

未
加
入

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

現
場
代
理
人
名

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

加
入

未
加
入

加
入

未
加
入

適
用
除
外

適
用
除
外

適
用
除
外

保
険
加
入

の
有
無

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

元
請
契
約

事
業
所

整
理
記
号
等

営
業
所
の
名
称

健
康
保
険

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

建
設
業
の

許
可

契
約

営
業

所

区
分

名
　
　
　
　
　
　
　
　
　
称

住
　
　
　
　
　
　
　
　
　
所

加
入

下
請
契
約

発
注
者
名

及
び

住
所

施
工
に
必
要
な
許
可
業
種

許
　
可
　
番
　
号

未
加
入

号

工
期

契
約

日
知
事
一
般

知
事
一
般

〒
工
事
業
大
臣
特
定
第

工
事
業
大
臣
特
定
第

号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

知
事
一
般

工
事
業
大
臣
特
定
第

工
事
業
大
臣
特
定
第

知
事
一
般

号
工

期
契

約
日

監
理
技
術
者

補
佐

名
資
格
内
容

施
 工
 体
 制
 台
 帳

《
下
請
負
人
に
関
す
る
事
項
》

会
社

名
代
表
者
名

［
会
社
名
］

［
事
業
所
名
］

住
所

建
設
業
の

許
可

許
　
可
　
業
　
種

許
　
可
　
番
　
号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

号
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（
記
入
要
領
）

１
　
こ
の
様
式
は
元
請
が
作
成
す
る
。
一
次
下
請
業
者
等
が
報
告
す
る
再
下
請
負
通
知
書
（
様
式
第
5
0
号
の
３
）
を
添
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、

　
一
次
下
請
負
業
者
別
の
施
工
体
制
台
帳
と
す
る
。

２
　
上
記
の
記
載
事
項
が
発
注
者
と
の
請
負
契
約
書
や
下
請
負
契
約
書
に
記
載
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
写
し
を
添
付
す
る
こ
と
に
よ
り

　
記
載
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
主
任
技
術
者
又
は
監
理
技
術
者
の
配
置
状
況
に
つ
い
て
「
専
任
・
非
専
任
」
の
い
ず
れ
か
に
○
印
を
付
け
る
こ
と
。

４
　
監
理
技
術
者
補
佐
名
は
建
設
業
法
第
2
6
条
第
３
項
た
だ
し
書
き
の
規
定
に
よ
り
監
理
技
術
者
が
兼
務
す
る
場
合
に
の
み
記
載
す
る
。

５
　
専
門
技
術
者
に
は
、
土
木
・
建
築
一
式
工
事
を
施
工
す
る
場
合
等
で
そ
の
工
事
に
含
ま
れ
る
専
門
工
事
を
施
工
す
る
た
め
に
必
要
な
主
任
技
術
者
を
記
載
す
る
。

　
（
主
任
技
術
者
又
は
監
理
技
術
者
が
専
門
技
術
者
と
し
て
の
資
格
を
有
す
る
場
合
は
専
門
技
術
者
を
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
る
。
）

６
　
受
注
者
が
設
置
す
る
主
任
技
術
者
、
監
理
技
術
者
又
は
監
理
技
術
者
補
佐
並
び
に
専
門
技
術
者
に
つ
い
て
次
の
も
の
を
添
付
す
る
こ
と
。

　
　
(1
)　
資
格
を
証
す
る
も
の
の
写
し

　
　
(2
)　
自
社
従
業
員
で
あ
る
証
明
書
類
の
写
し
（
従
業
員
証
、
健
康
保
険
証
な
ど
）

７
　
健
康
保
険
等
の
加
入
状
況
の
保
険
加
入
の
有
無
欄
に
は
、
各
保
険
の
適
用
を
受
け
る
営
業
所
に
つ
い
て
届
出
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
「
加
入
」
を
、

　
行
っ
て
い
な
い
場
合
（
適
用
を
受
け
る
営
業
所
が
複
数
あ
り
、
そ
の
う
ち
一
部
に
つ
い
て
行
っ
て
い
な
い
場
合
を
含
む
）
は
「
未
加
入
」
を
、

　
従
業
員
規
模
等
に
よ
り
各
保
険
の
適
用
が
除
外
さ
れ
る
場
合
は
「
適
用
除
外
」
を
○
で
囲
む
。

　
　
事
業
所
整
理
記
号
等
の
営
業
所
の
名
称
欄
に
は
、
こ
の
様
式
左
側
の
営
業
所
の
名
称
欄
に
は
元
請
契
約
に
係
る
営
業
所
の
名
称
及
び
下
請
契
約
に
係
る
営
業
所
の
名
称
を
、

　
右
側
の
一
次
下
請
負
人
に
関
す
る
事
項
は
請
負
契
約
に
係
る
営
業
所
の
名
称
を
、
健
康
保
険
欄
に
は
、
事
業
所
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
（
健
康
保
険
組
合
に
あ
っ
て
は
組
合
名
）
を
、

　
一
括
適
用
の
承
認
に
係
る
営
業
所
の
場
合
は
、
本
店
の
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
を
、
厚
生
年
金
保
険
欄
に
は
、
事
業
所
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
を
、
一
括
適
用
の
承
認
に
係
る
営
業
所
の
場
合
は
、

　
本
店
の
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
を
、
雇
用
保
険
欄
に
は
、
労
働
保
険
番
号
を
、
継
続
事
業
の
一
括
の
認
可
に
係
る
営
業
所
の
場
合
は
、
本
店
の
労
働
保
険
番
号
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
す
る
。

　
　
な
お
、
こ
の
様
式
左
側
に
つ
い
て
、
元
請
契
約
に
係
る
営
業
所
で
下
請
契
約
を
行
う
場
合
は
、
下
請
契
約
欄
に
「
同
上
」
と
記
載
す
る
。

　
　
右
側
の
一
次
下
請
負
人
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
請
負
契
約
に
係
る
営
業
所
以
外
の
営
業
所
で
再
下
請
負
契
約
を
行
う
場
合
に
は
欄
を
追
加
し
て
記
載
す
る
。

　
※
＜
下
請
負
人
に
関
す
る
事
項
＞
の
「
主
任
技
術
者
、
専
門
技
術
者
」
の
記
入
要
領

　
　
１
　
主
任
技
術
者
の
配
属
状
況
に
つ
い
て
[専
任
・
非
専
任
]の
い
ず
れ
か
に
○
印
を
付
す
こ
と
。

　
　
２
　
専
門
技
術
者
に
は
、
土
木
・
建
築
一
式
工
事
を
施
工
す
る
場
合
等
で
そ
の
工
事
に
含
ま
れ
る
専
門
工
事
を
施
工
す
る
た
め
に
必
要
な
主
任
技
術
者
を
記
載
す
る
。

　
　
　
　
（
一
式
工
事
の
主
任
技
術
者
が
専
門
工
事
の
主
任
技
術
者
と
し
て
の
資
格
を
有
す
る
場
合
は
専
門
技
術
者
を
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
る
。
）

　
　
３
　
複
数
の
専
門
工
事
を
施
工
す
る
た
め
に
複
数
の
専
門
技
術
者
を
要
す
る
場
合
は
適
宜
欄
を
設
け
て
全
員
を
記
載
す
る
。

　
　
４
　
主
任
技
術
者
の
資
格
内
容
は
、
以
下
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
選
ん
で
記
載
す
る
こ
と
。

　
　
　
(1
)　
経
験
年
数
に
よ
る
場
合
  

　
　
　
　
1
)大
学
卒
「
指
定
学
科
」
　
３
年
以
上
の
実
務
経
験

　
　
　
　
　
（
短
大
・
高
専
卒
業
者
を
含
む
。
）

　
　
　
　
2
)高
校
卒
「
指
定
学
科
」
　
５
年
以
上
の
実
務
経
験

　
　
　
　
3
)そ
の
他
　
　
　
　
　
　
　
　
 1
0
年
以
上
の
実
務
経
験

　
　
　
(2
)　
資
格
等
に
よ
る
場
合

　
　
　
　
1
)建
設
業
法
「
技
術
検
定
」
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

　
　
　
　
2
)建
築
士
法
「
建
築
士
試
験
」

　
　
　
　
3
)技
術
士
法
「
技
術
士
試
験
」

　
　
　
　
4
)電
気
工
事
士
法
「
電
気
工
事
士
試
験
」

　
　
　
　
5
)電
気
事
業
法
「
電
気
主
任
技
術
者
国
家
試
験
等
」

　
　
　
　
6
)消
防
法
「
消
防
設
備
士
試
験
」

　
　
　
　
7
)職
業
能
力
開
発
促
進
法
「
技
能
検
定
」
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様
式
第
5
0
号
の
３

年
月

日

自 至

自 至

発
注
者
へ
写
し
を
提
出
す
る
際
の
添
付
書
類

・
下
請
負
人
と
締
結
し
た
下
請
契
約
に
係
る
契
約
書
の
写
し

・
建
設
業
法
施
行
規
則
第
1
4
条
の
４
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
作
業
員
名
簿

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

主
任
技
術
者
名
専

任
資
格
内
容

非
専
任

有
　
　
　
無

資
格
内
容

担
当
工
事
内
容

一
号
特
定
技
能
外

国
人
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

外
国
人
建
設
就

労
者
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

外
国
人
技
能
実

習
生
の
従
事
の

状
況
(有
無
)

有
　
　
　
無

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

安
全
衛
生
推
進
者
名

現
場
代
理
人
名

雇
用
管
理
責
任
者
名

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

専
門
技
術
者
名

専
門
技
術
者
名

資
格
内
容

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

非
専
任

資
格
内
容

主
任
技
術
者
名
専

任
雇
用
管
理
責
任
者
名

現
場
代
理
人
名

安
全
衛
生
責
任
者
名

監
督

員
名

安
全
衛
生
責
任
者
名

担
当
工
事
内
容

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

保
険
加
入

の
有
無

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

権
限
及
び

意
見
申
出
方
法

安
全
衛
生
推
進
者
名

加
入

未
加
入

加
入

未
加
入

加
入

未
加
入

事
業
所

整
理
記
号
等

営
業
所
の
名
称

健
康
保
険

適
用
除
外

適
用
除
外

適
用
除
外

知
事
一
般

号

工
事
業
大
臣
特
定
第

工
事
業
大
臣
特
定
第

知
事
一
般

号

加
入

未
加
入

適
用
除
外

適
用
除
外

適
用
除
外

事
業
所

整
理
記
号
等

営
業
所
の
名
称

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

知
事
一
般

号
第

工
期

注
文
者
と
の

契
約

日

健
康
保
険
等

の
加
入
状
況

保
険
加
入

の
有
無

建
設
業
の

許
可

施
工
に
必
要
な
許
可
業
種

許
　
可
　
番
　
号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

健
康
保
険

厚
生
年
金
保
険

雇
用
保
険

加
入

未
加
入

加
入

未
加
入

代
表
者
名

建
設
業
の

許
可

施
工
に
必
要
な
許
可
業
種

許
　
可
　
番
　
号

許
可
（
更
新
）
年
月
日

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

知
事
一
般

工
事
業

《
自
社
に
関
す
る
事
項
》

工
事
業
大
臣
特
定

大
臣
特
定
第

号

工
事
名
称

及
び

工
事
内
容

元
請
名
称

工
期

契
約

日
会
社
名

【
報
告
下
請
負
業
者
】

住
所

電
話
番
号

住
所

再
下
請
負
通
知
書

《
再
下
請
負
関
係
》

再
下
請
負
業
者
及
び
再
下
請
負
契
約
関
係
に
つ
い
て
次
の
と
お
り
報
告
い
た
し
ま
す
。

会
社

名
代
表
者
名

直
近
上
位

注
文
者
名
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（
記
入
要
領
）

１
　
報
告
下
請
負
業
者
は
元
請
に
提
出
す
る
こ
と
。

２
　
再
下
請
負
通
知
書
に
は
契
約
書
の
写
し
を
添
付
す
る
こ
と
。

３
　
こ
の
届
出
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
直
ち
に
再
提
出
す
る
こ
と
。

４
　
健
康
保
険
等
の
加
入
状
況
の
保
険
加
入
の
有
無
欄
に
は
、
各
保
険
の
適
用
を
受
け
る
営
業
所
に
つ
い
て
届
出
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
「
加
入
」
を
、

　
行
っ
て
い
な
い
場
合
（
適
用
を
受
け
る
営
業
所
が
複
数
あ
り
、
そ
の
う
ち
一
部
に
つ
い
て
行
っ
て
い
な
い
場
合
を
含
む
）
は
「
未
加
入
」
を
、

　
従
業
員
規
模
等
に
よ
り
各
保
険
の
適
用
が
除
外
さ
れ
る
場
合
は
「
適
用
除
外
」
を
○
で
囲
む
。

　
　
事
業
所
整
理
記
号
等
の
営
業
所
の
名
称
欄
に
は
、
請
負
契
約
に
係
る
営
業
所
の
名
称
を
、
健
康
保
険
欄
に
は
、
事
業
所
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
（
健
康
保
険
組
合
に
あ
っ
て
は
組
合
名
）
を
、

　
一
括
適
用
の
承
認
に
係
る
営
業
所
の
場
合
は
、
本
店
の
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
を
、
厚
生
年
金
保
険
欄
に
は
、
事
業
所
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
を
、
一
括
適
用
の
承
認
に
係
る
営
業
所
の
場
合
は
、

　
本
店
の
整
理
記
号
及
び
事
業
所
番
号
を
、
雇
用
保
険
欄
に
は
、
労
働
保
険
番
号
を
、
継
続
事
業
の
一
括
の
認
可
に
係
る
営
業
所
の
場
合
は
、
本
店
の
労
働
保
険
番
号
を
そ
れ
ぞ
れ
記
載
す
る
。

　
　
な
お
、
こ
の
様
式
左
側
に
つ
い
て
、
直
近
上
位
の
注
文
者
と
の
請
負
契
約
に
係
る
営
業
所
以
外
の
営
業
所
で
再
下
請
負
業
者
と
の
請
負
契
約
を
行
う
場
合
に
は
欄
を
そ
れ
ぞ
れ
追
加
す
る
。

　
※
主
任
技
術
者
、
専
門
技
術
者
の
記
入
要
領

　
　
主
任
技
術
者
の
配
属
状
況
に
つ
い
て
[専
任
・
非
専
任
]の
い
ず
れ
か
に
○
印
を
付
す
こ
と
。

　
　
専
門
技
術
者
に
は
、
土
木
・
建
築
一
式
工
事
を
施
工
す
る
場
合
等
で
そ
の
工
事
に
含
ま
れ
る
専
門
工
事
を
施
工
す
る
た
め
に
必
要
な
主
任
技
術
者
を
記
載
す
る
。

　
　
（
一
式
工
事
の
主
任
技
術
者
が
専
門
工
事
の
主
任
技
術
者
と
し
て
の
資
格
を
有
す
る
場
合
は
専
門
技
術
者
を
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
る
。
）

　
　
複
数
の
専
門
工
事
を
施
工
す
る
た
め
に
複
数
の
専
門
技
術
者
を
要
す
る
場
合
は
適
宜
欄
を
設
け
て
全
員
を
記
載
す
る
。

　
　
主
任
技
術
者
の
資
格
内
容
は
、
以
下
の
中
か
ら
該
当
す
る
も
の
を
選
ん
で
記
載
す
る
こ
と
。

　
　
(1
)　
経
験
年
数
に
よ
る
場
合
  

　
　
　
1
)大
学
卒
「
指
定
学
科
」
　
３
年
以
上
の
実
務
経
験

　
　
　
　
　
（
短
大
・
高
専
卒
業
者
を
含
む
。
）

　
　
　
2
)高
校
卒
「
指
定
学
科
」
　
５
年
以
上
の
実
務
経
験

　
　
　
3
)そ
の
他
　
　
　
　
　
　
　
　
 1
0
年
以
上
の
実
務
経
験

　
　
(2
)　
資
格
等
に
よ
る
場
合

　
　
　
1
)建
設
業
法
「
技
術
検
定
」
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

　
　
　
2
)建
築
士
法
「
建
築
士
試
験
」

　
　
　
3
)技
術
士
法
「
技
術
士
試
験
」

　
　
　
4
)電
気
工
事
士
法
「
電
気
工
事
士
試
験
」

　
　
　
5
)電
気
事
業
法
「
電
気
主
任
技
術
者
国
家
試
験
等
」

　
　
　
6
)消
防
法
「
消
防
設
備
士
試
験
」

　
　
　
7
)職
業
能
力
開
発
促
進
法
「
技
能
検
定
」
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様
式
第
5
1
号

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

担
当
工
事
内
容

元
方
安
全
衛
生
管
理
者

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

担
当
工
事
内
容

統
括
安
全
衛
生
責
任
者

工
期

工
期

工
期

工
期

書
記

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

工
期

工
期

工
期

工
期

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

工
期

工
期

工
期

工
期

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

一
般
 /
 特
定

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

有
　
　
　
・
　
　
　
無

工
期

工
期

工
期

工
期

特
定
専
門
工
事
の

該
当

監
理
技
術
者
補
佐
名

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

特
定
専
門
工
事
の

該
当

工
事
作
業
所
災
害
防
止
協
議
会
兼
施
工
体
系
図

代
表

者
名

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

専
門

技
術

者

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

年
月

日
～

年
月

日
年

月
日

～
年

月
日

年
月

日
～

年
月

日
年

月
日

～
年

月
日

安
全
衛
生
責
任
者

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

工 事

工 事

工 事

工 事

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

専
門

技
術

者

専
門

技
術

者

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

年
月

日
～

年
月

日
年

月
日

～
年

月
日

年
月

日
～

年
月

日
年

月
日

～
年

月
日

安
全
衛
生
責
任
者

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

特
定
専
門
工
事
の

該
当

工 事

工 事

工 事

工 事

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

専
門

技
術

者

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

年
月

日
～

年
月

日
年

月
日

～
年

月
日

年
月

日
～

年
月

日
年

月
日

～
年

月
日

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

特
定
専
門
工
事
の

該
当

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

主
任

技
術

者

工 事

工 事工 事

工 事

代
表

者
名

特
定
専
門
工
事
の

該
当

代
表

者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

安
全
衛
生
責
任
者

許
可

番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

工 事

会
社

名

代
表

者
名

年
月

日
～

年
月

日

会
社

名

代
表

者
名

許
可

番
号

安
全
衛
生
責
任
者

一
般
/
特
定
の
別

安
全
衛
生
責
任
者

代
表

者
名

許
可

番
号

担
当

工
事

内
容

年
月

日
～

年
月

日

会
社

名

工 事

安
全
衛
生
責
任
者

主
任

技
術

者

年
月

日
～

年
月

日

会
社

名

一
般
/
特
定
の
別

会
社

名

代
表

者
名

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

安
全
衛
生
責
任
者

代
表

者
名

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

会
社

名

代
表

者
名

許
可

番
号

代
表

者
名

許
可

番
号

会
社

名

主
任

技
術

者

専
門

技
術

者

会
社

名

年
月

日
～

年
月

日

会
社

名

専
門

技
術

者

担
当

工
事

内
容

許
可

番
号

専
門

技
術

者

許
可

番
号

会
社

名

代
表

者
名

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

副
  
  
会
  
  
長

工 事

会
社

名

代
表

者
名

許
可

番
号

会
社

名

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

会
社

名

代
表

者
名

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

一
般
/
特
定
の
別

許
可

番
号

一
般
/
特
定
の
別

会
社

名

代
表

者
名

許
可

番
号

発
注

者
名

工
事

名
称

元
請

名

監
督

員
名

監
理
技
術
者
名

主
任
技
術
者
名

専
門
技
術
者
名

専
門
技
術
者
名

会
  
  
  
  
  
長

担
当

工
事

内
容

主
任

技
術

者

工 事

専
門

技
術

者

工
期

一
般
/
特
定
の
別

安
全
衛
生
責
任
者

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

　
自
　
　
　
　
　
　
　
年
　
  
  
　
　
 　
　
月
　
　
  
　
  
　
 　
日

　
至
　
　
　
　
　
　
　
年
　
  
  
 　
　
　
　
月
　
　
　
　
 　
  
  
日

会
社

名

担
当

工
事

内
容

会
社

名
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工 事 打 合 簿 

発 議 者 

発注者 監 督 員 名          

受注者 会 社 名  

現場代理人名          

発 議

年月日
年 月 日

発議事項 

指示：下記事項について指示します。 

協議：下記事項について協議します。 

承諾：下記事項について承諾します。 

その他：（                               ） 

工 事 名

場  所

工 種 名 内         容 

（留意事項） 

・添付図等がある場合は、内容欄下に記載する。 

・発議事項のその他については、工事の施工について立会いを必要とする場合や、届出、報告、

通知、提出を行う場合とする。 

様式第５２号 
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様式第 56 号  

                                                              年   月   日  

 

 

 監督員        殿  

 

                                            現場代理人                            

 

 

                工事段階確認申出書 (第  回 )  

 

 

1  工事名                                                               工  事  

 

                                市             町  

2  工事場所                                                             地  内                                

                                郡             村  

 

3  請負代金額                                         円  

 

4  契約年月日                    年    月    日  

 

5  工    期                   年    月    日   から  

                                年    月    日   まで  

 

 

6  段階確認対象部分  

 

   工    種  
 

 設  計  数  量  
 

  検査部分数量  
 

   摘    要  

(検査済数量等 ) 

    

 

7  段階確認希望年月日            年    月    日  

 



様式第 57 号  

                                                              年   月   日  

 

 

 富山県知事             殿  

 

                                             受注者   住所  

                                                       氏名                

 

 

                工事中間検査申出書 (第  回 )  

 

 

1  工事名                                                               工  事  

 

                                市             町  

2  工事場所                                                             地  内                                

                                郡             村  

 

3  請負代金額                                         円  

 

4  契約年月日                    年    月    日  

 

5  工    期                   年    月    日   から  

                                年    月    日   まで  

 

 

6  検査対象部分  

 

   工    種  
 

 設  計  数  量  
 

  検査部分数量  
 

   摘    要  

(検査済数量等 ) 

    

 

7  検査希望年月日            年    月    日  

 



様式５８号 

検 査 内 訳 書 

出 来 形 

工  種 種  別 検  査  方  法 検  査  内  容 判定 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

品 質 

工 種 種 別 検 査 方 法 検 査 内 容 判 定 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

実測・写真・その他（  ） 適・否 

出 来 ば え 

出 来 ば え 目視・写真・その他（ ） 適・否 

そ の 他 

検 査 項 目 検 査 方 法 検 査 内 容 判 定 

施 工 体 制 資料・写真・その他（ ） 適 

不適 

指導 

施 工 状 況 資料・写真・その他（ ） 適 

不適 

指導 

検 査 の 立 会 者 

発 注 者 監 督 員 

受 注 者 
現 場 代 理 人 

主任（監理）技術者 



様式第５９号

年 月 日

富山県知事 殿

住所

受注者

氏名

第  回  部  分  払  金  申  請  書

下記工事の出来形部分を検査のうえ、合格部分に対する部分払金を支払われる

よう申請します。

記

    1   工  事  名 工  事

            市       町

    2   工 事 場 所                        地  内

            郡       村

    3   請負代金額               円

    4   契約年月日     年    月    日

    5   工 期     年   月   日から     年   月   日まで

    6   受領済工事金
前  払  金             円

第１回部金             円

第２回部金             円
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様式第６０号

年 月 日

富山県知事 殿

受注者 住所

氏名

第  回 部 分 払 金 請 求 書

¥                       - 

上記金額を、下記工事の部分払金として請求します。

記

   1  工 事 名                           工 事

市 町

   2  工 事 場 所                           地 内

郡 村

   3  請負代金額                 円

   4  契約年月日       年  月  日

   5  工   期 年 月 日 か ら    年 月 日まで

   6  受領済工事金
前 払 金 円

第１回部金 円

第２回部金 円
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様式第 61 号

年 月 日

富山県知事 殿

住所

受注者

氏名

工  事  完  成  届

下記の通り工事が完成したので、お届けします。

記

    1   工 事 名    工事

    2   工事場所  市  町

地内

郡 村

    3   請負代金額              ¥  

    4   契約年月日 年  月   日

    5   受領済工事金
前 払  金              ¥  
第 1 回部金              ¥  
第 2 回部金              ¥  
第 3 回部金              ¥  

    6   工    期 年  月 日から

年 月 日まで

    7   完成年月日 年 月 日

注 建設業退職金共済証紙の掛金収納書を裏面に添付してください。
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様式第 61 号の 2 

年 月 日

富山県知事 殿

住所

受注者

氏名

指定部分に係る工事完成届

下記の通り工事が完成したので、お届けします。

記

    1   工 事 名   工事

    2   工事場所  市  町

地内

郡 村

    3   請負代金額              ¥  

    4   契約年月日 年  月   日

    5   受領済工事金
前 払  金              ¥  
第 1 回部金              ¥  
第 2 回部金              ¥  
第 3 回部金              ¥  

    6   工    期 年  月 日から

年 月 日まで

    7   指定部分 年 月 日

8 指定部分に係る完成年月日    年     月     日

注  建設業退職金共済証紙の掛金収納書を裏面に添付してください。
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様式第 62 号

工  事  引  渡  書

年 月 日

富山県知事 殿

受注者 住所

氏名

年 月 日付けで完成検査合格の通知を受けたので、下記工事

を引き渡します。

記

   1 工  事  名 工  事

   2 工事場所 市 町

地 内

郡 村
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様式第 62 号の 2 

指定部分に係る工事引渡書

年 月 日

富山県知事 殿

受注者 住所

氏名

年 月 日付けで指定部分に係る完成検査合格の通知を受けたので、

下記工事を引き渡します。

記

   1 工事名                            工  事

   2 工事場所 市 町

地 内

郡 村

   3 指定部分
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様式第 63 号

年 月 日

富山県知事 殿

受注者 住所

氏名

請 負 代 金 請 求 書

¥                       - 

上記の金額を、下記工事の請負代金として請求します。

記

   1  工 事 名 工 事

   2  工事場所 市 町

地 内

郡 村

   3  請負代金額 円

   4  契約年月日 年  月  日

   5  工   期 年 月 日 か ら    年 月 日まで

   6  完成年月日 年  月  日

   7  受領済工事金
前 払 金 円

第 1 回部金 円

第 2 回部金 円

第 3 回部金 円
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様式第 68 号

工 期 延 長 申 出 書

年   月   日

富山県知事  殿

受注者 住所

氏名

 年 月 日付けで契約を締結した下記工事について、工期の延長を請求いた

 します。

記

    1  工  事  名 工事

市 町

    2  工事場所 地内

郡 村

    3  請負代金額 円

    4  変更前完成期限 年 月 日

    5  変更後完成期限 年 月 日

    6  延長日数 日間

    7  延長を要する理由

    8  現在出来高率                               % 
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様式第 69号 

現  場  事  故  報  告  書  

 

年  月  日 

 

富山県知事           殿  

受注者住所  

   氏名                   

 

 

現 場 事 故 の 報 告 に つ い て 

 

この度、下記の現場で事故が発生しましたので報告します。 

 

記 

 

  1  工事名                                 工事 

 

                             市             町 

  2  工事場所                                地内 

                             郡             村 

 

  3  事故概要 

(1)発生日時       年  月  日 (  ) 

午前後    時    分ごろ 

 

                              市             町 

(2)発生場所                                  地内 

                              郡             村 

 

(3)被災者      男 ・ 女(  歳) 

              工事関係者の場合  元請 ・ 下請 

 

(4)事故発生状況及び発生原因等 

     ①どのような場所で、②どのような作業をしているときに、③どのような物又は環境で、 

④どのような不完全な状態があって、⑤どのようにして事故が発生し、⑥どの程度のケガ又

は被害であるかを記入すること。 

 

※関連資料として平面図等を添付すること。 

※関連資料を除き２枚以内に簡潔にまとめること。（より詳細に報告する必要がある場合は、別様と

すること。） 



様式第７０号

工 事 請 負 仮 契 約 書           

１ 工 事 名     

２ 工 事 場 所     

３ 工 期    この仮契約に係る本契約締結の日の翌日（翌日以降の日が富

山県の休日を定める条例（平成元年富山県条例第１号）第１条

第１項に規定する県の休日（以下「休日」という。）に当たる場

合は、その休日の翌日）から 年 月 日まで 

４ 請負代金額   円 

うち取引に係る消費税 円 

及び地方消費税の額           

（注）「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、請負代金額に105分の５を乗じて得た 

額である。 

５ 契約保証金  請負代金額の100分の10に相当する額以上の額を、本契約の締

結と同時に納付しなければならない。 

上記の工事について、発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

（以下単に「受注者」という。）とは、各々の対等な立場における

合意に基づいて、別添の各項によって公正な請負仮契約を締結し、信義に従って

誠実にこれを履行するものとする。 

この仮契約の証として本書 通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、

各自１通を保有する。 

 なお、この仮契約につき、富山県議会において議決を得たときは、議決を得た

日の翌日から起算して７日（休日を除く。）以内に仮契約の内容を内容とする本契

約を締結するものとする。 

  年 月  日 

発注者 住所 

氏名 印 

受注者 住所 

氏名 印 
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様式第７１号 
 

工 事 請 負 契 約 書           

 

年 月 日付けで発注者富山県（以下単に「発注者」という。）と受注者 

      （以下単に「受注者」という。）とで仮契約を締結した      工事につ

いて、同仮契約において定めた工期、請負代金額その他の契約各項と同一の内容をもって、

ここに工事請負契約を締結する。 

なお、契約保証金は、              とする。 

 

 この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自１通

を保有する。 

 

 年  月  日 

 

発注者  住所 

       

      氏名                      印 

 

 

受注者  住所 

       

      氏名                      印 
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様式第7 2号の1

第 号

月 日

部 長殿

所 長

措置請求について（上申）

年 月 日付で契約を締結した下記工事について、 次のとおり必要

な措置を願いたく上申します。

記

1 . 工 事 名 工事

2 工事場所 市

地内

村

3 措置を求める事項

4 措置を求める理由

13-75



様式第7 2号の2

第 号
月 日

受注者 殿

（富山県知事）

富山県知事

（受注者）

印

措置請求 に つ い て

年 月 日付で契約を締結した下記工事について、 工事請負契約書
第 条第 項により次のとおり必要な措罹を請求します。

なお、 本措憐請求を受理した日から1 0日以内に、 書面をもってとるべき措置を通
知願います。

記

1 工 事 名 工事

2 工事場所 市
地内

村

3 措置を求める事項

4 措置を求める理由
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様式第7 2号の3

第 号

月 日

所 長殿

部 長

措置請求について（通知）

年 月 日付で契約を締結した下記工事について、 工事請負契約書

第 条第 項により次のとおり必要な措置を請求したので通知する。

丁事

エ 事 名

2 工事場所 市

地内

村

3 措置を求める事項
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様式第７２号の４  

                                                           年        月      日  

 富山県知事   殿   

（請負者）

受注者  住所      

氏名  

(富山県知事）

措置請求について（回答）

           年    月    日付で措置請求のあった下記工事について、次のとおり措置  

します。  

                                       記  

                                                                   工事  

     １   工  事  名  

     ２   工事場所                      市           町  

                                                                地内  

                                         郡            村  

     ３   措置内容  
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13-82



13-83
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様式第７５号の１ 

                                                               第          号 

                                                             年     月     日 

部  長 殿   

所 長   

部分使用について（上申）

              年    月     日付けで契約を締結した下記工事について、次の理由に 

  より部分使用の協議を願いたく上申します。 

                                       記 

   １ 工  事  名                                                  工事 

   ２ 工事場所                    市            町 

                                        郡            村                 地内 

   ３ 工     期                   年       月      日 から 

                                        年       月      日  まで 

   ４ 請負代金額                               円 

   ５ 請  負  者 

   ６ 部分使用の理由 

   ７ 部分使用相当額                       円 （別添出来形設計書のとおり） 

   ８ 使用範囲        別添図面のとおり 

   ９ 使 用 期 間               年     月    日 から 

                                         年       月      日  まで 
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  様式第７５号の２ 

                                                             第          号 

                                                            年     月     日 

受 注 者 殿  

富山県知事                 印 

部 分 使 用 に つ い て

              年    月     日付けで契約を締結した下記工事について、部分使用い 

  たしたいので承諾下さるよう協議します。 

    なお、異議のない場合は承諾書を提出願います。 

                                       記 

   １ 工  事  名                                                  工事 

   ２  工事場所                    市            町 

                                                                         地内 

                                        郡            村 

   ３  部分使用の理由 

   ４  使用範囲      別添内訳書及び図面のとおり 

   ５  使 用 期 間         年    月    日  から 

                                  年   月  日  まで 
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  様式第７５号の３ 

                                                             第          号 

                                                            年     月     日 

 所  長   

部  長

部分使用について（通知）

              年    月     日付けで契約を締結した下記工事について、部分使用を 

  協議したので通知する。 

                                       記 

   １ 工  事  名                                                  工事 

   ２ 工事場所                    市            町 

                                                                         地内 

                                        郡            村 

   ３ 部分使用の理由 

   ４ 部分使用相当額                       円 （別添出来形設計書のとおり） 

   ５ 使用範囲      別添図面のとおり 

   ６ 使 用 期 間              年    月    日  から 

                                      年    月    日  まで 
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様式第７５号の４ 

                                                              年  月  日 

富山県知事            殿

受注者  住所          

  氏名   

部分使用について（回答）

         年  月  日付け 第      号で協議のあった下記工事に係る部分使用については承

諾します。 

                                       記 

１ 工事名                                                         工事 

                                市              町 

２ 工事場所                                                       地内 

                                郡              村
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様式第８１号  

                                                              年   月   日  

富山県知事             殿

受注者   住所

  氏名    

請  負  代  金  額  変  更  請  求  書

         年   月   日付けで契約を締結した下記工事について、賃金又は物価の変

動により、請負代金額の変更を請求いたします。  

                                       記  

１  工事名                                                          工事  

                                市               町  

２  工事場所                                                        地内  

                                郡               村  
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様式第８３号  

                                                              年   月   日  

富山県知事             殿

受注者   住所

  氏名    

変  更  請  負  代  金  額  承  諾  書

         年   月   日付けで契約を締結した下記工事についての変更請負代金額に

ついては、承諾します。  

                                       記  

１  工事名                                                          工事  

                                市               町  

２  工事場所                                                        地内  

                                郡               村  

                                             増          

３   変更請負代金額                    円             額    

                                             減          
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様式 第８４ 号  

                                                              年   月   日  

富山県知事             殿

受注者   住所

  氏名    

被   災   通   知   書

         年   月   日付 けで契 約 を締 結し た下記 工事に つい て ､災 害によ り工事の 出

来形 部分、 工事材 料、 工事仮 設物又 は建 設 機 械 器具に 損害を生 じた ので 通知し ます。  

                                       記  

１  工  事  名                                                       工 事  

                                市               町  

２  工事場 所                                                        地内  

                                郡               村  

３   災害の 日時                       

４   災害の 概要  
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様式第８７号  

                                                              年   月   日  

富山県知事             殿

受注者   住所  

  氏名    

災害による請負代金変更請求書

              年     月      日付け第  号により通知のあった災害による出来形部分等  

  等の損害につき、工事請負契約書第   条第   項の規定に基づき、請負代金額の変更を請  

 求します。  

                                       記  

   １  工   事   名                                                   工事  

   ２   工事場所                  市             町  

                                                                         地内  

                                        郡             村  

   ３   工      期  
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様式第８９号  

                                                              年   月   日  

富山県知事             殿

受注者   住所

  氏名    

災害による請負代金額の変更について（承諾）

              年     月      日付け第   号により協議のあった下記工事の請負代金額  

  の変更については、承諾します。  

                                       記  

   １  工   事   名                                                   工事  

   ２   工事場所                  市             町  

                                                                         地内  

                                        郡             村  

   ３   変更前の請負代金額                                円  

   ４   被災により増額すべき金額                          円  
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様式第９３号
 年   月   日

 検 査 結 果 処 置 検 討 委 員 会 委 員 長 殿

 所 属

 検 査 員 氏 名  印

 検 査 結 果 処 置 検 討 委 員 会 開 催 請 求 書

  次 の 工 事 に つ い て 、修 補 の 必 要 が あ る と 認 め ら れ る の で 、検 査 結 果 処 置 検 討 委 員

会 を 開 催 さ れ る よ う 請 求 し ま す 。  

 記

工 事 名

  市  町

工 事 場 所      地内

  郡  村

年 月 日から

請 負 代 金 額  円 工 期

年 月 日まで

検 査 年 月 日 年 月 日 監 督 員 氏 名

受 注 者 名 

現 場 代 理 人 主任 (監理 )技術者名

修補の必要があると認められる事項



様式第９４号
 年   月   日

 検 査 員   殿

 所 属  

 検 査 結 果 処 置 検 討 委 員 会

 委 員 長         印

 検 査 結 果 処 置 検 討 委 員 会 報 告 書

  修 補 の 必 要 が あ る と 認 め ら れ る た め 下 記 の 工 事 に つ い て 、検 査 結 果 処 置 検 討 委 員

会 に お い て 協 議 を し た 結 果 、 次 の と お り 報 告 し ま す 。  

 記

工 事 名

  市  町

工 事 場 所      地内

  郡  村

年 月 日から

請 負 代 金 額  円 工 期

年 月 日まで

検 査 年 月 日 年 月 日 監 督 員 氏 名

受 注 者 名 

現 場 代 理 人 主任 (監理 )技術者名

修補の必要があると認められる事項
処 置 方 法



様 式 第 ９ ５ 号

 番 号

 年   月   日

受 注 者   殿

富 山 県 知 事  印

   工 事 修 補 請 求 書

  次 の 工 事 に つ い て 下 記 の と お り 修 補 を 請 求 す る 。  

記

工 事 名

工 事 場 所 

  市  町

地 内

  郡  村

請 負 代 金 額  円 工 期

年 月 日 か ら

年 月 日 ま で

検 査 年 月 日 年 月 日 検 査 員 氏 名

修 補 期 限 年 月 日 監 督 員 氏 名

修 補 事 項



様 式 第 ９ ６ 号

 年   月   日

富 山 県 知 事

 受 注 者   住 所

氏 名 印

 修 補 工 事 工 法 協 議 書

  検 査 の 結 果 、 不 合 格 と な っ た 下 記 の 工 事 に つ い て 、 案 の と お り 修 補 工 法 を 決 定

し て よ い か 協 議 し ま す 。  

記

工 事 名

工 事 場 所 

市 町

地 内

郡 村

請 負 代 金 額  円 工 期

年 月 日 か ら

年 月 日 ま で

検 査 年 月 日 年 月 日 検 査 員 氏 名

修 補 期 限 年 月 日 監 督 員 氏 名

検 査 員 の 指 摘 内 容 別 紙 検 査 結 果 （ 不 合 格 ） 通 知 書 の と お り

案

（ 修 補 工 法 ） 別 紙 の と お り



様 式 第 ９ ７ 号 の １

 番 号

 年   月   日

部   長 殿

所 長   印

  修 補 工 事 工 法 の 承 認 に つ い て （ 副 申 ）

  検 査 の 結 果 、 不 合 格 と な っ た 下 記 の 工 事 に つ い て 、 案 の と お り 修 補 工 法 を 承 認

く だ さ る よ う 副 申 し ま す 。  

記

工 事 名

工 事 場 所 

市 町

地 内

郡 村

請 負 代 金 額  円 工 期

年 月 日 か ら

年 月 日 ま で

検 査 年 月 日 年 月 日 検 査 員 氏 名

修 補 期 限 年 月 日 監 督 員 氏 名

検 査 員 の 指 摘 内 容 別 紙 検 査 結 果 （ 不 合 格 ） 通 知 書 の と お り

案

（ 修 補 工 法 ） 別 紙 の と お り



様 式 第 ９ ７ 号 の ２

 番 号

年   月   日

受 注 者   殿

 富 山 県 知 事     印

修 補 工 事 工 法 の 承 認 に つ い て

  検 査 の 結 果 、 不 合 格 と な っ た 下 記 の 工 事 に つ い て 、 案 の と お り 修 補 工 法 を 承 認

し た の で 通 知 し ま す 。  

記

工 事 名

工 事 場 所 

市 町

地 内

郡 村

請 負 代 金 額  円 工 期

年 月 日 か ら

年 月 日 ま で

検 査 年 月 日 年 月 日 検 査 員 氏 名

修 補 期 限 年 月 日 監 督 員 氏 名

案

（ 修 補 工 法 ） 別 紙 の と お り



様 式 第 ９ ７ 号 の ３

 番 号

 年   月   日

所   長 殿

部 長

  修 補 工 事 工 法 の 承 認 に つ い て （ 通 知 ）

  検 査 の 結 果 、 不 合 格 と な っ た 下 記 の 工 事 に つ い て 、 案 の と お り 修 補 工 法 を 承 認

し た の で 通 知 す る 。  

記

工 事 名

工 事 場 所 

市 町

地 内

郡 村

請 負 代 金 額  円 工 期

年 月 日 か ら

年 月 日 ま で

検 査 年 月 日 年 月 日 検 査 員 氏 名

修 補 期 限 年 月 日 監 督 員 氏 名

検 査 員 の 指 摘 内 容 別 紙 検 査 結 果 （ 不 合 格 ） 通 知 書 の と お り

案

（ 修 補 工 法 ） 別 紙 の と お り



様 式 第 ９ ８ 号

 年   月   日

富 山 県 知 事 殿

受 注 者   住 所

  氏 名     印

   修 補 工 事 完 了 届

  下 記 の と お り 、 修 補 工 事 が 完 了 し ま し た の で お 届 け し ま す 。

記

工 事 名

工 事 場 所 

  市  町

地 内

  郡  村

修 補 期 限 年   月   日

修 補 事 項 処 置 事 項



様式第９９号の１

開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

決裁 年 月 日 施行 知事印 

年 月 日 
富山県知事 殿 

平成  年度 

所 属 

印 検査員 

完 了 検 査 復 命 書 

記 

所 属 工 事 番 号 

地  内 

設 計 額 
（請負対象額） 円 

契約年月日 着工年月日 

  年  月  日 から   年  月  日 まで 

商号 代表者名 

請    負 
代 金 額 

完成年月日 

修  補  工  事 

検査年月日 

完 了 検 査 

意 見  修補工事工法承認通知書に基づき完了検査をした結果、  と認める。 

完 了 年 月 日 年  月  日 

 完成検査の結果、不合格となった下記工事について、別途資料のとおり完了検査し 
たので、別紙のとおり受注者に通知してよいか伺います。 

工 事 名 

工 事 場 所 

工 期 

受 注 者 

年  月  日 年  月  日 

年  月  日 年  月  日 

年  月  日 年  月  日 

工 事 



様式第９９号の２

開示 部分開 非開示 分類番号 保存期間 永 １０ ５ 

決裁 年 月 日 施行 知事印 

年 月 日 
富山県知事 殿 

所 属 

印 検査員 

指定部分に係る完了検査復命書 

記 

所 属 工 事 番 号 

地  内 

全体設計額 
円 （請負対象額） 

契約年月日 

商号 代表者名 

指定部分に係る 

設  計  額  

着工年月日 

請  負 
代  金   額 

円 

完成年月日 検査年月日 

意 見 修補工事工法承認通知書に基づき完了検査をした結果、  と認める。 

指定部分に係る 

修  補  工  事 
 完 了 年 月 日 

完 了 検 査 
年   月   日 

平成  年度 

指定部分に係る完成検査の結果、不合格となった下記工事について、別添資料の

とおり完了検査したので、別紙のとおり受注者に通知してよいか伺います。 

工 事 名 

工 事 場 所 

工 期 

受 注 者 

年  月  日 年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

円 

工 事 



様式第１００号の１
日 月 年 

〒

富山県知事 印 

代表者 殿 

完 了 検 査 結 果 通 知 書 

完成検査の結果、不合格となった下記工事について、完了検査を 

記 

１ 
（ 工事番号 ） 

地内 

２ 

３ 不合格部分 

４ 特 記 事 項 

工事名 

工事場所 

した結果、  と認める。 



4 

４ 不合格部分 

３ 指定部分 

２ 工事場所 

地内 

） 工事番号 （ 

１ 工事名 

記 

指定部分に係る完成検査の結果、不合格となった下記工事について、 

指定部分に係る完了検査結果通知書 

印 富山県知事 

〒 

年 月 日 
様式第１００号の２ 

殿 代表者 

５ 特 記 事 項 

完了検査をした結果、  と認める。 



様 式 第 １ ０ １ 号

年   月   日

 受 注 者 殿

 検査員  印

 工事修補指示書

 検査の結果、下記の事項について、修補を指示する。

 工 事 名

指 示   事 項

完成年月日 年 月 日

検査年月日 年 月 日

修 補 期 限          年 月 日



 様 式 第 １ ０ ２ 号 の １

年   月   日

検 査 員  殿

受 注 者     印

  工 事 修 補 承 諾 書

検査の結 果 、 修 補 の 指 示 が あ っ た 下 記 の 事 項 に つ い て 、 修 補 を 承 諾

    し ま す 。  

    工 事 名

  指 示   事 項

 修 補 期 限 年 月 日



様 式 第 １ ０ ２ 号 の ２

 年   月   日

検 査 員 殿

 受 注 者   住 所

  氏 名     印

   修 補 工 事 完 了 届

  下 記 の と お り 、 修 補 工 事 が 完 了 し ま し た の で お 届 け し ま す 。

記

工 事 名

工 事 場 所 

  市  町

地 内

  郡  村

修 補 期 限 年   月   日

修 補 事 項 処 置 事 項



様 式 第 １ ０ ３ 号

 年   月   日

 所 長 殿

 所 属

検 査 員 氏 名   印

 修 補 工 事 完 了 確 認 依 頼 書

  下 記 の と お り 、 修 補 工 事 の 完 了 確 認 を 依 頼 し ま す 。

 記

工 事 名

  市  町

工 事 場 所      地内

  郡  村

修 補 期 限      年   月   日

修 補 事 項 処 置 事 項



様 式 第 １ ０ ４ 号

 年   月   日

 検 査 員   殿

  所 長   印

 修 補 工 事 完 了 確 認 報 告 書

  下 記 の と お り 、 修 補 工 事 の 完 了 を 確 認 い た し ま し た の で 報 告 し ま す 。

 記

工 事 名

  市  町

工 事 場 所      地内

  郡  村

修 補 期 限      年   月   日

修 補 事 項 処 置 事 項



様式第105号の１

（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等））

(1) 分別解体等の方法

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法

①仮設 仮設工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

②土工 土工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

③基礎 基礎工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

④本体構造 本体構造の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

⑤本体付属品 本体付属品の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

⑥その他

（    ）
その他の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。

(2) 解体工事に要する費用（直接工事費）   円（税抜き） 

（注）解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用を含み、仮設費及び運搬費を除く。

(3) 再資源化等をする施設の名称及び所在地

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地

(4) 再資源化等に要する費用（直接工事費）   円（税抜き） 

（注）特定建設資材廃棄物の運搬費を含む。
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様式第105号の２

（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替））

(1) 分別解体等の方法

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

①造成等 造成等の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

③上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

④屋根 屋根の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

⑥その他

（    ）
その他の工事

□有 □無

□手作業

□手作業・機械作業の併用

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。

(2) 解体工事に要する費用（直接工事費）   円（税抜き） 

（注）解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用を含み、仮設費及び運搬費を除く。

(3) 再資源化等をする施設の名称及び所在地

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地

(4) 再資源化等に要する費用（直接工事費）   円（税抜き） 

（注）特定建設資材廃棄物の運搬費を含む。
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様式第105号の３ 

（建築物に係る解体工事） 

 

 

(1)  分別解体等の方法 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工  程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

①建築設備・内装材等 建築設備・内装材等の取り外し 
□有   □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 
併用の場合の理由（           ）

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し 
□有   □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 
併用の場合の理由（           ）

③外装材・上部構造部分 外装材・上部構造部分の取り壊し 
□有   □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの取り壊し 
□有   □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑤その他 
（         ）

その他の取り壊し 
□有   □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

 

(2)  解体工事に要する費用（直接工事費）                   円（税抜き） 

 （注）解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用を含み、仮設費及び運搬費を除く。 

 

(3)  再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

  

  

  

  

 

 

(4)  再資源化等に要する費用（直接工事費）                  円（税抜き） 

 （注）特定建設資材廃棄物の運搬費を含む。 
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様式第 106 号の 1 

債 権 譲 渡 承 諾 依 頼 書 

平成  年  月  日 

富山県知事    殿 

 受注者 

譲渡人（甲） 住所 

 氏名  印 

 譲受人（乙） 住所  《金融機関》 

 氏名  印 

 譲受人（丙） 住所  《信用保証協会》 

 氏名  印 

 譲渡人      （以下「甲」という。）が貴殿に対して有する下記の債権を      （以下

「乙」という。）及び富山県信用保証協会（以下「丙」という。）の両者に譲渡し、この両者が譲渡債

権を準共有とすることにつき、民法第 467 条及び工事請負契約約款第５条第１項ただし書きに規定する

承諾を賜りますよう依頼申し上げます。 

乙及び丙においては、本譲渡債権を担保として甲に対し当該工事の施工に必要な資金を融資するとと

もに、甲の下請業者に対する適切な支払いの確保を図るものとします。 

 なお、工事請負契約約款第 41 条に規定するかし担保責任は当然のことながら甲に留保されることを

申し添えます。 

 また、甲、乙及び丙は、工事請負契約約款に規定する中間前払金及び部分払は、貴県による債権譲渡

承諾以降は請求しません。 

 債権譲渡のご承認がいただけました場合、譲渡債権のお支払いにつきましては、譲受人が指定した下

記の銀行預金口座にお振込み下さいますよう、あわせてご案内申し上げます。 

記 

＜譲渡債権の表示＞ 

１ 工 事 名 

２ 工事場所 

３ 工 期 平成 年 月 日 から 平成  年  月  日 まで 

４  （１）請負代金額 金 円（但し、請負代金額に増減が生じた場合は、変更後の金額） 

  －（２）前払金額 金 円 

  －（３）中間前払金額  金 円 

  －（４）既部分払金額  金 円  

（５）債権譲渡額 金 円  

＜譲受人が指定した銀行預金口座の表示＞ 

１ 金融機関名 

２ 預金種別、口座番号

３ 口座名義人 

13-112



様式第 106 号の 2 

債 権 譲 渡 承 諾 書 

平成  年  月  日 

受注者  

譲渡人（甲） 住所 

  氏名    殿 

譲受人（乙） 住所 

  氏名    殿 

譲受人（丙） 住所 

  氏名    殿 

＜譲渡債権の表示＞ 

１ 工 事 名 

２ 工事場所 

３ 工 期 平成 年 月 日 から 平成  年  月  日 まで 

４  （１）請負代金額 金 円（但し、請負代金額に増減が生じた場合は、変更後の金額） 

  －（２）前払金額 金 円 

  －（３）中間前払金額  金 円 

  －（４）既部分払金額  金 円  

（５）債権譲渡額 金 円  

 上記につき、債務不履行を事由とする契約の解除をもって乙及び丙に対抗できる旨及び下記事項につ

いて異議をとどめて、民法第 467 条第２項及び工事請負契約約款第５条第１項ただし書きの規定により

承諾する。 

ただし、承諾の依頼に際し甲、乙又は丙に虚偽があった場合には承諾の取り消しを行う。 

 なお、本承諾によって工事請負契約約款第 41 条に基づく甲の責任が一切軽減されるものではないこ

とを申し添える。 

また、甲、乙及び丙は、本承諾以降は工事請負契約約款に規定する中間前払金及び部分払金を請求す

ることはできないものとする。 

記 

１ 譲渡される甲の債権の額は、本件請負契約が完成した場合においては、本件工事請負契約約款 第

31 条第２項の検査に合格し引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金額から前払金、中間前払

金、部分払金及び本件工事請負契約により発生する発注者の請求権に基づく金額を控除した額とする。 

ただし、本件契約が解除された場合においては、本件工事請負契約約款第 47 条第１項の出来形部

分の検査に合格し引渡を受けた出来形部分に相応する請負代金額から前払金、中間前払金、部分払金

及び本件工事請負契約により発生する発注者の請求権に基づく金額を控除した額とする。 

２ 甲、乙及び丙は、譲渡債権について、他の第三者に譲渡し若しくは質権を設定しその他債権の帰属

並びに行使を害すべき行為を行わないこと。 

富山県知事   印 

確定日付欄 

平成  年  月  日
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様式第 106 号の 3 

工 事 請 負 代 金 請 求 書 

  年  月  日 

 富山県知事          殿 

                   譲受人（乙） 住所 

                          氏名                

                   譲受人（丙） 住所 

                          氏名                

   年  月  日付け売掛債権譲渡承諾書に係る工事請負代金債権について、下記のとおり請求し

ます。 

記 

１ 請求金額   金             円 

   ただし、             工事の代金 

  （１）請負代金額   金          円 

   （２）前 払 金 額   金          円 

   （３）中間前払金額   金          円 

（４）既部分払金額   金          円 

   （５）今回請求額   金          円 

２ 支払口座  

（１） 金融機関名                     

（２） 預金種別、口座番号                 

（３） 口座名義人                     
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様式第107号の１ 

債 権 譲 渡 承 諾 依 頼 書 

平成  年  月  日 

富山県知事 殿 

受注者 

譲渡人（甲） 住所 

  氏名  実印  

譲受人（乙） 住所 

  氏名  実印 

譲渡人       （以下「甲」という。）が貴殿に対して有する平成 年 月 日付で締結された 

工事請負契約書に基づく下記の工事請負代金債権を            （以下「乙」という。）に譲

渡することにつき、民法第 467 条及び工事請負契約約款（以下「約款」という。）第５条第１項ただし書

に規定する承諾を賜りますようご依頼申し上げます。 

 乙においては、本譲渡債権を担保として、甲に対し当該工事の施工に必要な資金を融資するとともに、

担保の余剰をもって保証事業会社が有する金融保証に係る求償債権を担保するものとします。 

なお、約款第41条に規定するかし担保責任は当然のことながら甲に留保されることを申し添えます。 

 また、甲及び乙は、約款に規定する中間前払金及び部分払は、貴県による債権譲渡承諾以降は請求しま

せん。 

債権譲渡のご承認がいただけました場合、譲渡債権のお支払いにつきましては、譲受人が指定した下記

の銀行預金口座にお振込み下さいますよう、あわせてご案内申し上げます。 

記 

＜譲渡債権の表示＞ 

１ 工 事 名 

２ 工事場所 

３ 工  期  平成  年  月  日 から 平成  年  月  日 まで 

４ （１）請負代金額  金  円（但し、請負代金額に変更が生じた場合は、変更後の金額による） 

－（２）前払金額 金 円 

－（３）中間前払金額 金 円 

－（４）既部分払金額 金 円 

（５）債権譲渡額 金 円（平成 年 月 日現在見込額） 

  （但し、請負代金額に変更が生じた場合は、変更後の金額による） 

＜譲受人が指定した銀行預金口座の表示＞ 

１ 金融機関名  

２ 預金種別、口座番号 

３ 口座名義人  
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様式第107号の２ 

債 権 譲 渡 承 諾 書 

平成  年  月  日 

 

受注者  
譲渡人（甲） 住所 
       氏名               殿 
           
譲受人（乙） 住所  
       氏名              殿 
           
＜譲渡債権の表示＞ 
１ 工 事 名  
２ 工事場所  
３ 工  期  平成  年  月  日 から 平成  年  月  日 まで 
４ （１）請負代金額   金          円（但し、請負代金額に変更が生じた場合は、変更後の金額による） 
 －（２）前払金額    金          円  
 －（３）中間前払金額  金          円 
 －（４）既部分払金額  金          円   
  （５）債権譲渡額   金          円（平成 年 月 日現在見込額） 
                         （但し、請負代金額に変更が生じた場合は、変更後の金額による） 
 

 上記につき、公共工事に係る工事請負代金債権（以下「債権」という。）の譲渡については、工事完成

債務不履行を事由とする契約の解除をもって乙に対抗できる旨及び下記事項について異議をとどめて、民

法第 467 条第２項及び工事請負契約約款（以下「約款」という。）第５条第１項ただし書の規定により承

諾する。ただし、承諾の依頼に際し甲又は乙に虚偽があった場合には承諾の取り消しを行う。 

 なお、本承諾によって約款第41条に基づく甲の責任が一切軽減されるものではないことを申し添える。 

 また、甲及び乙は、本承諾以降は約款に規定する中間前払金及び部分払金を請求することはできないも

のとする。 

記 

 

１ 譲渡される債権の額は、本件建設工事が完成した場合においては、約款第31条第２項の規定による検

査に合格し、かつ、引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金額から既に県が支払いをした前払金、

中間前払金、部分払金及び約款の規定により生ずる県の請求権に基づく金額を控除した額とする。ただ

し、契約が解除された場合においては、約款第47条第１項の規定による検査に合格し、かつ、引渡しを

受けた出来形部分に相応する請負代金額から既に県が支払いをした前払金、中間前払金、部分払金及び

約款の規定により生ずる違約金等の県の請求権に基づく金額を控除した額とする。 

２ 変更契約により請負代金額に変更が生じた場合は、債権譲渡の承諾依頼書及び債権譲渡の承諾書にお

ける請負代金額及び債権譲渡額は、変更契約後の金額に変更するものとする。 

３ 甲及び乙は、債権譲渡契約を締結した場合は、速やかに連署にて県に債権譲渡通知書を提出すること。 

４ 当該譲渡債権は、乙の甲に対する当該工事に係る貸付金及び保証事業会社が当該工事に関して甲に対

して有する金融保証に係る求償債権を担保するものであって、これら以外の債権を担保するものではな

いこと。 

５ 甲及び乙は、譲渡債権について、他の第三者に譲渡し、若しくは質権を設定し、又は債権の帰属及び

行使を害すべき行為を行わないこと。 

６ 保証事業会社が有する金融保証に係る求償債権の担保に関しては、乙が責任を持って行うこととし、

発注者は関与しないこと。 

 

富山県知事            印 

 

確定日付欄 

平成  年  月  日
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様式第107号の３ 

工 事 請 負 代 金 請 求 書 

  年  月  日 

 富山県知事          殿 

                   譲受人（乙） 住所  

                          氏名                            

   年  月  日付け債権譲渡承諾書に係る工事請負代金債権について、下記のとおり請求します。 

記 

１ 請求金額 金             円 

   ただし、             工事の代金 

  （１）請負代金額           金          円 

   （２）前払金額            金          円 

   （３）中間前払金額          金          円 

（４）既部分払金額          金          円 

   （５）履行遅滞の場合における損害金等 金          円         

（６）今回請求金額          金          円 

２ 支払口座  

（１） 金融機関名                     

（２） 預金種別、口座番号                 

（３） 口座名義人                     
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様式第108号

令和　　年　　月　　日

富山県知事　新田　八朗　殿

受注者　住所　 □□市□□□町□□□

氏名　 株式会社□□建設

代表取締役社長　□□□□

下記のとおり工事の始終期を定めたので通知します。

（工事番号 4709999 )

工事名

工事場所 地内

契約予定年月日

工事の始期

工事の終期

※契約の締結までに提出すること。

※契約書には本通知書により通知した工事の始終期を記載する。

令和3年6月1日

令和3年11月15日

工事の始終期通知書

記

一般県道○○線県単独道路改良工事

○○市○○町○○○

令和3年4月10日
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様式第109号

令和　　年　　月　　日

富山県知事　新田　八朗　殿

受注者　住所　

氏名　

付けで契約を締結した下記工事について、工事の始終期の変更を

　　　申し出ます。

１　工 事 名

２　工事場所 地内

３　請負代金額

４　工事の始期の期限

５　工事の終期の期限

６　変更前実工期 から

まで

７　変更後実工期 から

まで

8　延長を要する理由

令和3年6月1日

工事の始終期変更申出書

□□市□□□町□□□

株式会社□□建設

代表取締役社長　□□□□

令和3年4月10日

記

一般県道○○線県単独道路改良工事

○○市○○町○○○

57,200,000　円　

令和3年6月1日

令和3年11月15日

令和3年11月15日

令和3年6月15日

令和3年11月15日

　なお、当初の始期の期限が変更後の始期の期限より先の日付となる場合において、又は、終
期の期限が変更後の終期の期限より後の日付となる場合において、本請負契約において契約
保証金にかわる保証書（保証事業会社の保証を除く。）又は公共工事履行保証証券を提出し
ている場合は、本申出と同時に、保証内容変更契約書又は異動承認書を提出してください。
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様式第110号
第　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

〒

□□市□□□町□□□

株式会社□□建設

代表取締役社長　□□□□ 殿

富山県知事　新田　八朗

付けで請負契約を締結した

地内における

一般県道○○線県単独道路改良工事

　　　　の始終期の変更を下記のとおり承諾します。

１　変更前実工期 から

まで

２　変更後実工期 から

まで

令和3年11月15日

令和3年6月15日

令和3年11月15日

工事の始終期の変更の承諾について（回答）

令和3年4月10日

○○市○○町○○○

記

令和3年6月1日
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